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第１章 総合計画の策定にあたって 

１．策定の主旨 

本町の総合計画は、福祉、教育、環境、都市計画など、町政全体の基本となるまちづくりの指針

です。令和３年度（2021 年度）から令和 12年度（2030年度）を計画期間とする「第５次播磨町総

合計画」（以下「第５次総合計画」という。）では、「いいとこいっぱい！笑顔いっぱい！みんなでつ

くる ふるさと はりま」を将来像に掲げ、各分野の方向性を定めた前期基本計画に基づき施策を進

めてきました。また、戦略プロジェクトとして「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下

「第２期総合戦略」という。）を策定し、人口減少対策に取り組んできました。 

今後は、持続可能で安心・安全な地域の形成や、住民・事業者・団体・行政の協働、デジタル技

術の活用による効果的・効率的な行政運営が求められています。第５次総合計画が令和７年度（2025

年度）に計画期間の中間年を迎えるにあたり、本町における今後の総合的かつ計画的な行政運営の

指針として、住民の参画を得て、魅力ある協働によるまちづくりと、その実現に必要な政策・施策

を見直して新たにまとめるべく、令和８年度（2026 年度）からの後期基本計画を策定します。 

 

２．策定の考え方 

❶ 各まちづくり分野を中心とした見直し 

後期基本計画の策定においては、各まちづくり分野の「前期計画期間中の取組」を整理し、「ビ

ジョン」「現状の問題・課題」「基本目標」等を、社会の動向や住民ニーズ等を踏まえて更新しま

す。 

❷ 「総合戦略」との一体的な計画づくり 

「第５次総合計画」については、「総合戦略」と一体的に策定します。「第２期総合戦略」の計

画最終年度は令和７年度（2025 年度）であることから、新たに「第３期播磨町総合戦略」（以下

「第３期総合戦略」という。）を策定し、一体的・統合的な「第５次総合計画」とします。 

❸ ＰＤＣＡサイクルによるマネジメントの視点を持った計画づくり 

計画の進行管理においては、「計画(Plan)」「実行(Do)」「評価（Check)」「見直し(Act)」を繰り

返す「ＰＤＣＡサイクル」による客観的な評価手法を確立し、円滑なマネジメントにより計画を

着実に推進します。 

特に、「総合戦略」で行われている毎年度の計画進捗評価の客観性・実効性を高める観点から、

ＫＧＩ（重要目標達成指標）とＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定に関しては毎年度の目標値の

明確化を図ります。 

❹ 住民参画・職員参画による計画づくり 

住民の声を幅広く把握するため、アンケート調査やワークショップ、パブリックコメントなど、

計画策定への様々な住民参画機会を設け、住民のニーズと意向を十分に反映させるとともに、住

民の視点からもわかりやすい計画とします。  
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３．計画の位置づけと構成 

まちづくりの最上位計画として位置づけられる「第５次総合計画」は、「基本構想」と「基本計

画」により構成します。 

また、「総合戦略」については、その計画期間を踏まえ、「基本計画」において戦略プロジェクト

として位置づけることにより、「第５次総合計画」と一体的な計画として内包されるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の期間 

計画期間について、基本構想は令和３年度（2021年度）から令和 12年度（2030 年度）までの 10

年間とし、基本計画は前期計画が令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）までの５年

間、後期計画が令和８年度（2026年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの５年間とします。 

また、総合戦略の計画期間は、基本計画と一致させます。 

 

▼第５次総合計画の期間  

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 

基本構想           

基本計画           

総合戦略           

  

基本構想（10年間） 

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間） 

第２期総合戦略（５年間） 第３期総合戦略（５年間） 

播磨町がめざす将来像を明らかにするとともに、そ

の実現に向けた基本的な政策・方向を示すものです。 

基本計画に定めた目標を達成するために、具体的な

事務事業を示す計画です。 

基本構想に示された基本的な方向性を踏まえ、まち

づくりの分野ごとのビジョンと目標を明らかにする

ものです。 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

戦略プロジェクト 
（総合戦略） 



4 

第２章 策定の背景 

１．前期基本計画の振り返り 

基本政策１ 誰もが安心して安全に暮らせるふるさと 

方向性１ 安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

令和６年３月に地域福祉計画を策定し、福祉的支援機能を集約した播磨町総合福祉センターを

開設するなど、包括的な支援体制の整備を推進しました。加えて、こども支援センターや児童発

達支援センターを新たに設置し、妊娠期から子育て期及び学齢期、障がい児支援まで切れ目のな

い支援体制を構築しました。 

また、町立幼稚園の認定こども園への移行や園庭の拡張工事の実施、高齢者への補聴器助成や

タクシー券の拡充、さらには障がい者福祉タクシー券の拡充など、具体的な事業を着実に進めて

きました。そして、孤独・孤立対策に官民連携で取り組むことで、住民一人ひとりの暮らしに寄

り添い、「誰一人取り残されないまちづくり」の実現に努めました。 

 

方向性２ 安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 

災害や犯罪、交通事故などから住民の命と暮らしを守るため、具体的な整備と取り組みを積極

的に進めてきました。総合防災訓練の実施や防災教育の推進に加え、古宮漁港への護岸ゲート設

置、町内医療機関への医薬品備蓄など、防災体制を実効的に強化しました。 

また、防犯面では、防犯灯・カメラや「子ども 110 番の家・店」及び防犯連絡所の設置を進め

るとともに、見守りカメラの設置、みまもりパトロール隊の活動強化により、地域の安全の確保

に努めました。さらに、消費生活センターによる相談や啓発活動、交通安全教室の実施、安全性

が懸念された通学路の整備完了など、住民の安全・安心を支える取り組みを着実に進めてきまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関連する写真等を掲載するスペース 
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基本政策２ 身近な自然環境と快適な住環境が調和したふるさと 

方向性１ うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

空き家対策の強化や住宅の耐震化支援、ＪＲ土山駅北地区のまちづくり検討などに取り組み、

市街地の安全性と利便性を高めるための取り組みを行ってきました。「かこバスミニ」平岡東南

ルートの運行開始や地域公共交通計画の策定により、交通の利便性向上も図っています。さらに、

道路舗装・橋梁の長寿命化工事、浜田雨水ポンプ場の建設、上下水道施設の耐震化などを通じて、

安心して暮らせる生活インフラを整備しました。加えて、「エコクリーンピアはりま」の運営開始

やごみ分別・食品ロス削減の啓発にも取り組み、循環型社会の実現に向けた取り組みを着実に進

めてきました。 

 

方向性２ 活力のあるまちへ（産業・就業） 

漁業施設整備費の補助や新規就農者・組合員への就業支援、景観作物への助成、学校給食での

地産地消の推進などを通じて、農業・漁業の経営安定と担い手の確保に取り組みました。 

また、ふるさと納税返礼品に農産物や遊漁船乗船体験を登録し、地域産品の販路拡大にもつな

げています。商工業分野では、空き店舗活用補助金の拡充や住宅リフォーム助成、朝市の開催支

援、企業立地促進奨励金の交付などを通じて、地域経済の活性化を図るとともに、合同企業就職

面接会の開催により、雇用確保に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関連する写真等を掲載するスペース 
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基本政策３ 多様な個性と夢をみんなでつなぐふるさと 

方向性１ 人を育むまちへ（教育・文化） 

「豊かな心」と「生きる力」を育む教育の推進として、幼小接続や教職員研修、特色ある学校

づくりを進めるとともに、全小中学校への学校運営協議会設置やＩＣＴ環境整備、学力向上支援

を行い、子どもたちの学びの充実を図ってきました。また、生涯学習では公民館の運営体制強化

や読書推進計画の策定、スポーツ・文化活動支援を通じて学びの場の充実を進めました。 

さらに、文化財の保存・活用として３Ｄ計測機器による管理強化や大中遺跡まつりの開催、博

物館との連携などに取り組み、郷土愛の醸成に努めています。多文化共生・人権教育では、日本

語教室やＡＬＴ派遣、男女共同参画行動計画の策定、人権尊重のまちづくり条例の制定、人権啓

発事業の推進を通じて、多様性を尊重するまちづくりを進めるとともに、平和展や戦没者追悼平

和祈念式の開催等により次世代への平和の継承を進めてきました。 

 

方向性２ 人がつながるまちへ（協働・行政） 

地域活動の活性化と住民協働の推進に向けて、自治会や地域団体への支援、コミュニティセン

ターの整備、ＮＰＯ等との連携による協働事業の推進を行ってきました。また、「協働のまちづく

り宣言」や町公式ＬＩＮＥの機能拡充、広報紙リニューアル、観光パンフレットの作成など、住

民とのつながりや情報発信の充実にも努めました。 

加えて、健全な行財政運営の実現に向けては、町債権の一元化やキャッシュレス決済の推進、

ふるさと納税制度の強化、キオスク端末設置などによって自主財源の確保と住民サービスの向上

を図りました。さらに、ＤＸ推進会議の設置や組織機構改革、公共施設総合管理計画の改訂、職

員の計画的育成に取り組み、持続可能な行政運営を着実に進めてきました。 

 

 

前期計画期間中の取組の総括 

前期基本計画の期間では、福祉・教育・防災・産業・行政運営など、あらゆる分野において施

策を体系的に推進した結果、妊娠期から子育て期にわたる支援体制の強化や、地域産業の担い手

確保、ＩＣＴやＤＸによる住民サービスの向上が図られ、まちの魅力と暮らしやすさの向上に寄

与しました。 

実際に、近年はファミリー層の転入が増加し、若い世代に選ばれるまちとしての姿が定着しつ

つあります。また、住民アンケートでは約９割の方が「住みやすい」「住み続けたい」と回答して

おり、住民満足度の高さも確認されています。これらの成果は、住民と行政が一体となって積み

重ねてきた協働のまちづくりの結実であり、後期基本計画においても更なる発展をめざします。 
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２．時代の潮流と課題 

（１）少子高齢化・人口減少の進行 

日本の人口は平成 20 年（2008 年）をピークに減少を続けており、少子高齢化が加速していま

す。特に、地方においては若年層の流出が進み、地域社会の維持が困難になるケースも増加して

います。政府の推計によれば、令和７年（2025 年）には団塊の世代が全員 75 歳以上となり、高

齢者支援や医療・介護の需要が更に増大することが予想されています。 

（２）安全な生活環境の保障 

気候変動の影響により、豪雨や台風、地震などの自然災害が頻発化・激甚化しています。さら

に、南海トラフ地震や首都直下型地震など、近い将来の大規模な地震発生リスクが指摘されてい

ます。特に都市部では、浸水リスクの増大や老朽化したインフラの脆弱性が指摘されており、防

災・減災の取り組みが急務となっています。 

また、自然災害だけでなく、子どもや高齢者を狙った犯罪の発生や交通事故など、様々な分野

における危険への意識も高まっており、危機管理体制の充実と犯罪や事故のない安全・安心な社

会づくりが求められています。 

（３）デジタル化・ＤＸの進展 

ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータ活用などのデジタル技術が急速に進化し、社会全体のデジタルト

ランスフォーメーション（ＤＸ）が加速しています。自治体においても、行政手続きのオンライ

ン化やデジタルデバイドの解消が課題とされ、スマートシティの推進が求められているところで

す。デジタル社会の進展に伴い、教育や働き方、生活スタイルも変化しており、それに適応する

ためのインフラ整備が不可欠となっています。 

（４）地域経済・雇用情勢の変化 

社会経済活動は急速にグローバル化しており、消費生活や就労スタイルも変化しています。大

企業のみならず、中小企業などにおいても世界市場に参入しやすい環境となる一方、世界情勢の

変化に対するリスクも大きくなっています。近年、新型コロナウイルス感染症の流行による国際

的な経済活動の停滞やロシアによるウクライナ侵略に端を発した国際情勢の不安定化などの影

響を受け、資源の価格高騰や円安の急激な進行がもたらされました。このことは、地域経済に対

しても少なからず影響を及ぼしています。 

（５）多様な価値観とライフスタイルの変化 

社会の変化に伴い、価値観やライフスタイルが多様化してきています。働き方改革の推進によ

り、テレワークやフリーランスといった柔軟な働き方も定着しつつあるほか、ジェンダー平等の

意識が高まり、ダイバーシティ＆インクルージョンを重視する企業が増えています。また、技能

実習での雇用、インバウンドでの来訪増を背景として、普段の生活の中で外国籍の方と接する機

会も増えつつあります。性のあり方や国籍、文化・習慣、障がいの有無などにかかわらず、誰も

が尊厳ある個人として尊重され、一人ひとりの個性や多様な価値観・生き方を互いに認め合い、
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安心して生活し、地域で共に支え合いながら活躍できる環境づくりが求められます。 

（６）環境問題への対応 

地球温暖化や異常気象の影響が深刻化する中で、日本でも脱炭素社会の実現に向けた取り組み

が進められています。政府は令和２年（2020 年）に「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、

再生可能エネルギーの導入や省エネ施策の推進を強化しており、特に、ＧＸ（グリーントランス

フォーメーション）の推進により、クリーンエネルギーの普及が求められています。また、産業

界においてもＥＳＧ投資やＳＤＧｓの視点を重視する動きが広がっており、環境対応は経済成長

と両立すべき重要な課題となっています。 

（７）持続可能な都市・インフラと地方財政の維持 

行政運営においては、生産年齢人口の減少や地域経済の停滞に伴い、税収が減少傾向となるこ

とに加え、社会保障関係経費の増加、老朽化の進む公共建築物やインフラの整備・改修など、厳

しい財政状況が続くと見込まれます。 

地方自治体の持続可能性を確保するためにより効率的な行財政運営が求められており、行財政

改革や自治体間の連携などを進め、限られた資源を有効に活用する取り組みが必要となっていま

す。 

（８）ウェルビーイングの向上 

ウェルビーイングとは、身体的・精神的・社会的に良好な状態を指す、持続可能な社会の実現

に不可欠な概念です。少子高齢化や地域コミュニティの希薄化が進む中、幸福度を高めるための

政策が求められているところで、企業では、ワークライフバランスの改善や職場環境の整備が進

み、自治体でも健康増進や地域交流の活性化が推進されるなど、ウェルビーイングの充実に向け

た動きが全国的に進みつつあります。ＳＤＧｓに続く概念として、今後、教育、福祉、医療、ま

ちづくりなど多方面からの取り組みが必要となっています。 

 

 

  



9 

３．播磨町を取り巻く状況 

国勢調査による播磨町の総人口は、平成７年（1995 年）以降ほぼ横ばいで、令和２年（2020年）

では 33,604人となっています。 

また、世帯数は増加を続けていますが、１世帯当たり人員は令和２年（2020年）では 2.44人で、

調査年ごとに世帯規模が縮小し、平成２年（1990 年）の 3.35人から 0.91 人減少しています。 

 

■人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２年（1990 年）から令和２年（2020 年）の 30 年間で 65 歳以上の老年人口比（高齢化率）

は 19.5 ポイント増加し、15 歳未満の年少人口比は 6.7 ポイントの減少となっています。令和２年

（2020年）の年少人口比 14.2％は、兵庫県平均の 12.2％、東播磨圏域平均の 13.1％より高く、県

内でも特に高い値となっています。 

 

■年齢３区分別人口構造と従属人口指数の推移  

（国勢調査） 

（国勢調査） 
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平成２年（1990 年）以降の合計特殊出生率は減少傾向で推移し、平成 17 年（2005 年）には全国

や兵庫県、東播磨圏域の市町と比較して低く 1.07 まで減少しましたが、平成 22年（2010 年）以降

は回復し、平成 27年（2015 年）では 1.66 となり、全国や兵庫県、東播磨圏域の他市町と比較して

高くなっています。令和２年（2020 年）では再び減少し、1.46となっています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年（2019年）から令和５年（2023年）の５年間の転入・転出者数の推移をみると、令和２

年（2020年）には過去５年間で最も多い 1,436人の転入者数を記録する一方、転出者数は 1,144 人

と比較的少なく、292人の社会増となっています。 

その後も転入超過の状態は続き、令和５年（2023年）には転入者数が 1,420 人、転出者数が 1,204

人で、216人の社会増となっています。 

 

■社会動態の推移  

（住民基本台帳人口移動活動報告） 

（兵庫県保健統計年報） 
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産業別就業者構成比の推移をみると、この 10 年間は大きな変化はなく、令和２年（2020 年）に

は、第１次産業が 0.6%、第２次産業が 32.0%、第３次産業が 64.7%となっています。男性の就業者

数は平成７年（1995 年）をピークに減少傾向にありますが、女性の就業者数は平成 22 年（2010）

年以降増加傾向となっています。 

 

■産業別就業者構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業３分類別性別就業者数の推移 

 総数 第１次 第２次 第３次 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

平成７年 
（1995） 

10,161 5,985 94 33 5,141 1,586 4,905 4,349 

平成 12 年 
（2000） 

9,685 6,151 55 26 4,589 1,434 4,930 4,603 

平成 17 年 
（2005） 

9,201 6,206 56 21 4,009 1,213 4,986 4,868 

平成 22 年 
（2010） 

8,867 6,167 62 21 3,787 1,151 4,743 4,820 

平成 27 年 
（2015） 

8,815 6,436 62 29 3,828 1,201 4,732 5,077 

令和 2 年 
（2020） 

8,350 6,551 62 23 3,574 1,189 4,494 5,142 
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４．住民のニーズ・意向 

本計画を策定するにあたって、住民のまちづくりに対する意識や意向をはじめ、町に対する愛着

や定住志向、これからのまちのイメージなどを把握し、住民意見を反映したまちづくりを行ってい

くため、アンケート調査を行いました。 

 

（１）調査の種類と実施方法 

調査の種類 
調査の対象 

（抽出方法） 
調査期間 実施方法 

住民アンケート 
18 歳以上の住民 

（無作為抽出） 

令和７年 

５月１日～５月 31日 
郵送による配布・回収 

事業所アンケート 町内の事業所 
令和７年 

２月 14 日～３月７日 
郵送による配布・回収 

転入者アンケート 町外からの転入者 
令和７年 

４月 10日～６月 30日 
手続き時に回答 

 

（２）配布と回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

住民アンケート 

今回 1,000 票 391 票 39.1％ 

【参考】令和元年 3,000 票 1,165 票 38.8％ 

事業所アンケート 100 票 51 票 51.0％ 

転入者アンケート 110 票 110 票 100.0％ 
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（３）結果概要 

播磨町は暮らしやすいと感じている住民が 86.9％ 

播磨町の暮らしやすさについて、「暮らしやすい」及び「どちらかといえば暮らしやすい」の合

計は 86.9％で、令和元年（2019年）調査（以下「前回調査」という。）の 85.0％と比較して、や

や高くなっています。 

 

■播磨町は暮らしやすいかどうか（住民アンケート調査） 
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播磨町内への定住の意向は住民が 89.2% 

播磨町内への定住の意向について、住民アンケート調査では「現在のところにずっと住み続けた

い」、「現在のところに当面は住み続けたい」、「播磨町内のどこかに移りたい」の合計は 89.2％で、

前回調査より若干上昇しています。 

 

■播磨町に住み続けたいかどうか（住民アンケート調査） 
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定住に必要なもののトップは、「医療・福祉」施設 

播磨町に住み続けていくためにあったらよいものは、住民アンケート調査では「医療機関や福祉

施設が整っていること」が 49.4％で最も割合が高く、「治安が良いこと」「買い物に便利であること」

の順となっています。前回調査と比較すると、「買い物に便利であること」が高くなっています。 

 

■住み続けていくためにあったらよいもの（住民アンケート調査） 
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満足度は低いが重要度が高い町の主な施策は“交通”や“防災”分野が多い 

【施策の満足度】 

住民アンケート調査から、「上・下水道の整備」が最も高く、次いで「公園緑地と水辺環境の保

全」「ごみの減量・リサイクル活動の推進」「歴史・文化遺産の保存と活用」が高くなっています。

一方で、「公共交通の維持・確保」については、満足度が低くなっています。 

 

■施策についての満足度（住民アンケート調査） 
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消費者安全の推進

交通安全対策の充実

商工業の振興

公共交通の維持 確保

全体（n=391）
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【施策の重要度】 

住民アンケート調査から、「防犯対策の充実」「上・下水道の整備」「子どもたちの学びの充実」

「子育て支援の充実」「高齢者福祉の充実」が高くなっています。一方で、「多文化共生・人権教育

の推進」「農漁業の振興」については、重要度が低くなっています。 

 

■施策についての重要度（住民アンケート調査） 
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仕事の都合以外にも、生活の新たな転機として播磨町が選ばれている 

播磨町に転入したきっかけとして、「自身の仕事の都合」が 54.5％で最も割合が高くなっていま

すが、「住宅の都合」「結婚・離婚」が続いています。家族構成別できっかけをみると、単身世帯は

仕事を理由としての転入が多い一方、夫婦のみの世帯では結婚、親子で構成される二世代世帯では

住宅関係を理由とした転入が多くなっています。 

 

■播磨町に転入してきたきっかけ（転入者アンケート調査〈６月末時点〉） 

 

 

 

■家族構成×播磨町に転入してきたきっかけ（転入者アンケート調査〈６月末時点〉） 

 
※家族構成の回答に無回答が含まれているため、「単身」～「その他」のｎ数の合計は全体のｎ数とは一致しません。 

  

54.5 

14.5 

12.7 

9.1 

5.5 

2.7 

1.8 

0.9 

9.1 

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自身の仕事の都合（就職・転職・転勤等）

住宅の都合（持ち家の購入等）

結婚・離婚

播磨町が好きだから

親や子との同居・近居

家族・親族の介護

家族の仕事の都合

進学

その他

無回答

（n=110）

n

自身の仕
事の都合
（就職・
転職・転
勤等）

住宅の都
合（持ち
家の購入
等）

結婚・離
婚

播磨町が
好きだか

ら

親や子と
の同居・
近居

家族・親
族の介護

家族の仕
事の都合

進学 その他 無回答

全体 110 54.5 14.5 12.7 9.1 5.5 2.7 1.8 0.9 9.1 0.0

単身 51 76.5 3.9 7.8 5.9 2.0 2.0 0.0 0.0 9.8 0.0

夫婦のみ 15 40.0 6.7 46.7 6.7 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0

二世代（親と子など） 30 30.0 43.3 6.7 13.3 10.0 6.7 3.3 3.3 0.0 0.0

三世代（親・子・孫など） 4 50.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 8 50.0 0.0 12.5 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 37.5 0.0
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利便性や暮らしやすさ、まちのイメージが播磨町を選ぶ理由となっている 

転入先として播磨町を選んだ理由については、「通勤・通学に便利」が 37.3％で最も割合が高く、

次いで「まちのイメージがよい」「友人・知人がいる」となっています。家族構成別で選んだ理由を

みると、夫婦や二世代世帯、三世代世帯では「子育て・保育環境が充実」が高くなっているほか、

夫婦のみの世帯では「住宅の規模や価格など、住宅事情がよい」も高くなっています。 

 

■播磨町を選んだ理由（転入者アンケート調査〈６月末時点〉） 

 

  

37.3 

33.6 

16.4 

15.5 

14.5 

13.6 

12.7 

12.7 

11.8 

11.8 

10.9 

10.0 

10.0 

9.1 

4.5 

4.5 

2.7 

0.9 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

通勤・通学に便利

まちのイメージがよい

友人・知人がいる

買い物など日常生活が便利

播磨町に実家がある

交通の利便性がよい

子育て・保育環境が充実

住宅の規模や価格など、住宅事情がよい

地域の安全性（防災・防犯）が高い

公園など自然が豊か

以前播磨町に住んでいた

まちの財政が健全

親や子どもの家に近い

特に理由はない

医療・福祉施設やサービスが充実

地域コミュニティがよい

学校の教育環境が充実

その他

無回答

（n=110）
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■家族構成×播磨町に転入してきたきっかけ（転入者アンケート調査〈６月末時点〉） 

 
※家族構成の回答に無回答が含まれているため、「単身」～「その他」のｎ数の合計は全体のｎ数とは一致しません。 

  

n
通勤・通
学に便利

まちのイ
メージが
よい

友人・知
人がいる

買い物な
ど日常生
活が便利

播磨町に
実家があ

る

交通の利
便性がよ

い

子育て・
保育環境
が充実

住宅の規
模や価格
など、住
宅事情が
よい

地域の安
全性（防
災・防
犯）が高

い

公園など
自然が豊

か

全体 110 37.3 33.6 16.4 15.5 14.5 13.6 12.7 12.7 11.8 11.8

単身 51 43.1 31.4 17.6 15.7 3.9 15.7 3.9 9.8 13.7 9.8

夫婦のみ 15 46.7 33.3 6.7 20.0 6.7 20.0 20.0 26.7 13.3 13.3

二世代（親と子など） 30 23.3 36.7 20.0 13.3 30.0 13.3 26.7 13.3 6.7 10.0

三世代（親・子・孫など） 4 0.0 0.0 25.0 0.0 75.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

その他 8 50.0 62.5 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0

n
以前播磨
町に住ん
でいた

まちの財
政が健全

親や子ど
もの家に

近い

特に理由
はない

医療・福
祉施設や
サービス
が充実

地域コ
ミュニ
ティがよ

い

学校の教
育環境が
充実

その他 無回答

全体 110 10.9 10.0 10.0 9.1 4.5 4.5 2.7 0.9 1.8

単身 51 7.8 9.8 5.9 17.6 0.0 5.9 2.0 0.0 0.0

夫婦のみ 15 6.7 20.0 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 6.7 0.0

二世代（親と子など） 30 23.3 10.0 20.0 0.0 3.3 0.0 6.7 0.0 0.0

三世代（親・子・孫など） 4 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 8 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0
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事業環境の評価では従業員の生活・居住環境が高く、 

人材確保の容易性が低い 

事業所アンケート調査から 17項目の事業環境の満足度評価について点数化してみると、「従業員

の生活・居住環境」についての満足度が最も高く、「鉄道駅」、「港湾」と続きます。一方で、「人材

確保の容易性」が最も低くなっています。 

 

■事業環境の満足度評価（事業所アンケート調査） 

 

  

3.6 

3.5 

3.4 

3.4 

3.4 

3.3 

3.3 

3.3 

3.3 

3.3 

3.3 

3.2 

3.1 

3.1 

3.1 

3.0 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

従業員の生活・居住環境

鉄道駅

港湾

播磨町の拠点性の高さ

防災・防犯対策

公的機関・金融機関の集積

地元資本や関連企業の集積

地元企業や関連企業の質

情報インフラの整備

地価

広域道路網（高速道路等）

市場情報の収集・提供の容易性

業種間・異業種間交流

用地確保の容易性

事業用地の都市基盤整備の充実度

産業振興のための支援措置等

人材確保の容易性

全体（n=51）
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播磨町がめざすべき姿は、「安心・安全」がトップ 

播磨町がめざすべき姿としてふさわしい「言葉（キーワード）」について、住民アンケート調査で

は「安心・安全」が 56.3％で最も高く、次いで「経済的な豊かさ」「便利さ」「快適さ」「自然の豊

かさ」が続いています。 

前回調査から「安心・安全」の回答がさらに高くなっているほか、「経済的な豊かさ」も高くなっ

ており、安心して暮らせる生活環境が一層求められていることがうかがえます。 

 

■播磨町がめざすべき姿としてふさわしい「言葉（キーワード）」（住民アンケート調査） 

 

 

  

56.3 

23.8 

21.7 

18.4 

18.2 

17.4 

14.8 

12.3 

12.0 

11.8 

10.7 

9.5 

8.2 

6.6 

5.9 

5.1 

4.6 

4.6 

3.3 

3.1 

1.3 

0.8 

1.0 

3.3 

47.6

17.5

22.1

20.2

15.5

18.5

14.8

9.6

13.9

13.8

12.1

7.8

9.5

4.5

7.6

4.5

3.2

4.8

2.7

3.5

2.9

1.4

1.1

5.2

0% 20% 40% 60% 80%

安心・安全

経済的な豊かさ

便利さ

快適さ

自然の豊かさ

心の豊かさ

活力・にぎわい

教育・文化

健康

生きがい

ふれあい

憩い

やさしさ

発展

きずな

楽しさ

うるおい

交流

協働

創意・挑戦

美しさ

変化

その他

無回答

今回（令和7年）調査（n=391）

前回（令和元年）調査（n=1,165）
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基本構想 
2021年度〜2030年度 
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第１章 播磨町の将来像 

１．播磨町のめざす将来像（将来のまちの姿） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来像は、播磨町の 10年後がこんなふうにありたいと願うまちの姿です。 

将来像のイメージは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いいとこいっぱい！ 

笑顔いっぱい！ 

みんなでつくる ふるさと はりま 

日々の暮らしを快適で 

便利に過ごすことが 

できるまち 

暮らしを支える都市基盤が便利で利

用しやすくなり、活力ある産業と身

近な自然を感じながら、笑顔で快適

に暮らしています。 

将来像 

いつでも安心して 

暮らせるまち 

地域で支え合うことができるまちで、

子どもから高齢者まで安心して健やか

に暮らせるまちになっています。 

心安らぐふるさと 

として、いつまでも 

愛し、誇りに思えるまち 

播磨町に関わるすべての人に「ふるさと」

として愛されています。恵まれた風土と歴

史に愛情と誇りを持ち、一人ひとりが自分

らしくいきいきと過ごしています。 
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２．将来人口 

全国的な少子高齢化や人口減少を背景に、本町の将来人口についても、令和２年（2020年）の国

勢調査結果までを踏まえた国立社会保障・人口問題研究所の推計や令和２年（2020年）以降の本町

の人口動向に基づき見通すと、今後の人口減少対策等を想定しない場合、令和 12 年（2030 年）に

は 33,450人程度にまで減少することが想定されます（予測人口）。 

こうした状況の中、本町では、まちの魅力や定住環境の向上等を図る人口減少対策に取り組み、

目標人口を令和 12年（2030 年）には約 34,000 人規模を維持することをめざすとともに、様々な取

り組みを通じて、少子高齢化についても改善を図っていきます。 

 

■播磨町の将来人口 

 

  

33,686

33,450

33,183

33,739
33,604

33,707
33,583

32,000

32,500

33,000

33,500

34,000

34,500

35,000

平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

令和2年

（2020）

令和7年

（2025）

令和12年

（2030）

国調人口（実績値） 将来人口

予測人口

目標人口

（人）

（単位：人）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

33,183 33,739 33,604 33,686 33,450

0～14歳 4,764 4,933 4,788 4,610 4,244

15～64歳 21,453 20,341 19,549 19,690 19,901

65歳以上 6,966 8,465 9,267 9,385 9,305

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5%

65歳以上 21.0% 25.1% 27.6% 27.9% 27.8%

33,183 33,739 33,604 33,707 33,583

0～14歳 4,764 4,933 4,788 4,618 4,278

15～64歳 21,453 20,341 19,549 19,718 19,997

65歳以上 6,966 8,465 9,267 9,370 9,308

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5%

65歳以上 21.0% 25.1% 27.6% 27.8% 27.7%

目標人口

国調人口（実績値） 将来人口

予測人口
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３．土地利用の構想 

播磨町は、全域がコンパクトで、なおかつ平坦な地形です。土地利用としては、埋立地及び臨海

部に各種工場等が立地した産業ゾーンを擁し、内陸部は２つの鉄道駅を中心に交通至便であるため、

昭和 40 年代より京阪神のベッドタウンとして人口が急増する中、大部分を中低層住宅ゾーンとし

て利用を進めてきました。 

町域がコンパクトで、どの居住地でも概ね徒歩圏における生活利便施設は充足していることより、

現在の居住系市街地、工業系市街地の維持・保全を基本にしつつ、住民の便利で快適な生活を支え

る拠点の整備をはじめ、地域特性を生かした計画的で秩序ある土地利用の推進、人々の円滑な移動

や物流を支える交通連携軸及び回遊軸の適切な配置に努めます。 

 

■町内の各ゾーンの説明 

 

住宅ゾーン 

低層・一般・沿岸周辺の各住宅エリアの特性を踏まえ、緑豊かで日照・通風に優れた環境や利

便性、安全性を生かしながら、誰もが安心して快適に暮らせる良好な住宅地の形成を図ります。 

 

 

くらしと交流のゾーン 

播磨町駅や役場周辺をくらしと交流のエリアとし、行政・文化・福祉など多様な機能の集積に

より、住民の生活を支え、世代を超えた交流を育む土地利用の形成を図ります。 

 

 

にぎわいとくらしのゾーン 

ＪＲ土山駅周辺をにぎわいとくらしのエリアとし、近隣市町からも人が集う商業・公益機能と

利便性の高い住環境が共存する、複合的な都市機能を備えた土地利用の形成を図ります。 

 

 

沿道サービスゾーン 

国道 250号や浜幹線などの主要道路沿線を沿道サービスエリアとし、周辺環境との調和を図り

ながら、サービス機能の立地を促進する土地利用の形成を進めます。 
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産業ゾーン 

新島・東新島などの工業地を産業エリアと位置づけ、東播磨港を活かした物流拠点としての機

能と脱炭素化の取り組みを両立させ、雇用と産業を支える活力ある工業地の形成を図ります。 

 

 

レクリエーションゾーン 

大中遺跡や大規模公園が立地するエリアをレクリエーションエリアと位置づけ、緑豊かな自然

環境と歴史資源の魅力を活かし、播磨町らしさを感じられる空間の形成を図ります。 

 

 

土地利用検討ゾーン 

北古田・東野添周辺の市街化調整区域を土地利用検討エリアと位置づけ、隣接市との調整や道

路整備計画、周辺の宅地化の状況を踏まえ、地区特性に応じた土地利用の在り方を検討します。 
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第２章 まちづくりの体系 

 将来像の実現に向けて、以下の体系に示す３つの基本政策と６つの方向性、そしてそれらにひも

づく取り組み（まちづくり分野）を基本としたまちづくりの推進により、将来像の実現をめざしま

す。 

 

将来像  基本政策 方向性  まちづくり分野 
      

い
い
と
こ
い
っ
ぱ
い
！ 
笑
顔
い
っ
ぱ
い
！ 

み
ん
な
で
つ
く
る 

ふ
る
さ
と 

は
り
ま 

 

 

１ 

誰もが安心して 

安全に暮らせる 

ふるさと 

❶安心して暮らせる 

まちへ 

（保健・福祉） 

 １．地域福祉の充実 

  ２．健康づくりの推進と地域医療体制の充実 

  ３．子育て支援の充実 

  ４．高齢者福祉の充実 

  ５．障がい者福祉の充実 

  ６．健全な保険制度の運営 

 

❷安全に暮らせる 

まちへ 

（防災・防犯） 

 １．消防・防災体制の強化 

  ２．防犯対策の充実 

  ３．消費者安全の推進 

  ４．交通安全対策の充実 

 

２ 

身近な自然環境と 

快適な住環境が 

調和した 

ふるさと 

❶うるおいのある 

まちへ 

（都市基盤・住環境） 

 １．市街地の整備 

  ２．公共交通の維持・確保 

  ３．道路・交通ネットワークの維持・整備 

  ４．上・下水道の整備 

  ５．バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

  ６．公園緑地と水辺環境の保全 

  ７．生活環境の向上 

  ８．ごみの減量・リサイクル活動の推進 

 
❷活力のあるまちへ

（産業・就業） 

 １．農漁業の振興 

  ２．商工業の振興 

 

３ 

多様な個性と 

夢をみんなで 

つなぐふるさと 

❶人を育むまちへ

（教育・文化） 

 １．子どもたちの学びの充実 

  ２．生涯学習の充実 

  ３．歴史・文化遺産の保存と活用 

  ４．多文化共生・人権教育の推進 

 ❷人がつながる 

まちへ 

（協働・行政） 

 １．地域活動の活性化と住民協働の推進 

  ２．健全な行財政運営 
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基本計画 
後期基本計画     

2026年度〜2030年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



30 
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基本政策１ 

誰もが安心して安全に暮らせるふるさと 

〈方向性〉 

１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

２．安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

１ 地域福祉の充実 

ビジョン 誰もが地域で支え合い、安心して暮らせるまちづくり 

住民一人ひとりがお互いに関心を持ち、気軽に支え合い助け合うようなつながりある地域共生社

会の実現をめざします。複雑化・多様化する課題に対しては、行政と住民、関係団体が連携し、声

をあげやすく、支えやすい地域を育てていきます。施設の統廃合や福祉機関の集約も視野に入れ、

持続可能で効果的な福祉体制の構築を図ります。 

▼前期計画期間中の取組 

令和６年３月に地域福祉計画を策定したほか、包括的な支援体制の整備における多機関協働を進

めるため、福祉的支援機能を集約した播磨町総合福祉センターの運営を開始しました。また、地域

での支え合いを促進するため、民間団体・住民団体との協働や地方版孤独・孤立対策官民連携プラ

ットフォーム推進事業の指定を受け、孤独・孤立対策の啓発を進めたほか、子どもから高齢者まで

の多世代にわたる居場所づくりも推進し、誰一人取り残されないまちづくりに取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆地域福祉を推進するために、多様な関係機関や地域団体と連携・協働していく必要がある。 

◆相談内容の複雑化・多様化により、個人情報保護等の観点から関係機関での連携が困難なケー

スが増加している。 

◆8050 問題をはじめとする複合的課題への対応や様々な分野の支援機関との連携体制の強化が

求められている。 

◆民生委員・児童委員、ボランティアの高齢化や担い手不足が進んでおり、相談事を一人で抱え

込む負担の軽減と、地域ぐるみの支援体制づくりが必要である。 

◆地域団体の活動継続を支える支援が必要であり、子育て支援や居場所づくり等を担う住民主体

の活動の支援体制が求められている。 

◆孤独・孤立の課題が顕在化しており、関係機関や住民、団体等が連携して、困ったときに声を

あげられる・声をかけられる地域づくりが求められている。 
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▼基本目標 
    

     

目標１ 戦略３ 

包括的・総合的相談支援

体制の充実を図る 

複雑・多様化した住民課題に的確に対応するため、播磨町総合福祉セ

ンターを中心に相談支援機関との連携体制の充実を図り、誰もが安

心して相談できる包括的支援体制の充実を図ります。 

目標２ 戦略３ 

住民相互の助け合いを推

進する 

誰もが地域で安心して生活するために、住民参加による地域での見

守りや支え合いのしくみづくりを各種団体や社会福祉協議会ととも

に引き続き推進します。また、民生委員・児童委員など、地域におけ

る福祉の担い手の確保へ向けた支援を強化します。 

目標３ 

権利擁護支援体制の充実

を図る 

判断能力に不安のある高齢者や障がいのある人の権利を守るため、

播磨町成年後見センターを中心に地域連携ネットワークを推進し、

成年後見の利用促進のみならず必要な支援が受けられるように、権

利擁護支援体制を整備します。 

目標４ 戦略３ 

孤独・孤立対策を通した 

分野をまたぐ連携体制 

を強化する 

孤独・孤立の状態から問題が複雑化することを防ぐため、播磨町孤

独・孤立対策官民連携プラットフォームの活用による、分野をまたぐ

連携体制のもと、必要な場合はアウトリーチをする体制の強化を図

ります。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

地域での支え合いの満足度 3.1 3.1 3.2 3.1 3.2 3.2 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町地域福祉計画 

■はりま こども・若者みらいプロジェクト（播磨町こども計画） 

■播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

■播磨町障害者計画 

■播磨町障害福祉計画・播磨町障害児福祉計画 

■はりま健康プラン（健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画） 

■播磨町成年後見制度利用促進基本計画  

■播磨町再犯防止推進計画  
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

２ 健康づくりの推進と地域医療体制の充実 

ビジョン いきいきとみんなで健康に過ごせるまちづくり 

住民一人ひとりが自身の健康状態に応じた健康づくりに取り組むことで、心身ともに健康に過ご

せるまちづくりをめざすとともに、いつでも安心して医療を受けることができるよう、地域医療体

制の充実に努めます。 

▼前期計画期間中の取組 

若い世代の健康管理を促進するため、基本健康診査の対象年齢引き下げや乳がん個別検診の受診

体制の構築、歯周病検診の対象者拡充・フッ化物洗口事業の開始、アウトリーチ型の健康教育の実

施など、生活習慣病予防や健康づくりを進めてきたほか、男性ＨＰＶワクチン等の任意予防接種の

費用を助成し、積極的に疾病予防に関する取り組みも進めてきました。また、兵庫県立大学と連携

し、統計データの分析により、がん検診受診率向上のための戦略を検討しています。地域医療の維

持については、かかりつけ医の周知や、夜間・休日の救急医療体制の維持に努め、感染予防対策・

物価高騰対策として医療機関等への助成金支給なども行いました。 

▼現状の問題・課題 

◆平均寿命と健康寿命が県と比較して短い。 

◆特定健診やがん検診ともに、働き盛り世代の受診率が低く、健康への意識が低いことがうかが

える。 

◆新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症のような新興感染症が発生した場合、迅速な

対応が必要である。 

◆糖尿病や脂質異常症をはじめとする生活習慣病の割合が高く、この傾向は若い世代からもみら

れている。 

◆高齢者が抱える多様な健康課題に対応し、住み慣れた地域で自立した生活ができる期間を延伸、

生活の質の維持向上を図る必要がある。 

◆かかりつけ医を持っていない人等に対する情報提供方法を検討する必要がある。 

◆心身の健康を増進する健全な食生活を実践することができるよう、特に若い世代に対する食育

を推進する必要がある。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略３ 

健康寿命を延ばす 

全ての世代の健康への意識や関心を高め、健康的な生活習慣を習得

するとともに、住民が主体的に楽しく健康づくりに取り組めるよう

な工夫を図ることで、健康寿命の延伸に努めます。また、健（検）診

をはじめとする保健事業を展開するにあたり、データ分析等をもと

にした効果的な手法を取り入れます。 

目標２ 戦略３ 

地域医療の体制を維持す

る 

かかりつけ医を持つことの重要性を周知し、適切な時期に適切な医

療につながることで、現状の地域医療体制の維持に努めます。休日や

夜間の救急医療についても関係機関と連携しながら、救急医療体制

の維持に努めます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

健康づくり・地域医療の 

満足度 
3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 向上 

 

▼関連計画 

■はりま健康プラン（健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画） 

■播磨町特定健康診査等実施計画 

■播磨町国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

３ 子育て支援の充実 

ビジョン 地域全体で安心して子育てができるまちづくり 

子育て世代を地域全体で見守り・支援することにより、子育てへの不安が軽減され、安心して子

育てができるまちをめざします。保育・教育・福祉の関係機関が一体となって、妊娠期から学齢期

まで切れ目のない支援を提供し、子どもと家庭が地域につながる環境を整えます。 

▼前期計画期間中の取組 

妊娠期から子育て期までの一貫した支援として、家庭訪問等を通じた伴走型支援の実施や妊産婦

応援タクシー券の交付、産後ケアの充実、こども医療費の助成を高校生世代まで拡充しました。ま

た、子育て支援センターや学童保育所を活用した育児負担軽減や多世代交流の推進、こども支援セ

ンター設置や関係機関との連携による児童虐待防止のための体制強化を図りました。さらに、町立

幼稚園１園を認定こども園へ移行、学童保育の充実、保育士確保のための支援のほか、民間保育所

の増築・新設への補助及び播磨幼稚園園庭拡張工事の実施等を通じて保育施設やサービスの維持・

拡充に取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆少子化の進行、共働き世帯の増加、核家族化など家族形態の変化、地域とのつながりの希薄化

などにより、孤立した子育て世帯への支援が必要となっている。 

◆生活困窮、児童虐待など支援を必要とする家庭が増加している。 

◆子育て世代が増加し、ニーズが高まっている一方で、保育士、保健師、助産師等子育てに関わ

る専門職の人員が不足しているとともに、保育施設運営に必要な面積の土地の確保も困難とな

っている。 

◆子どもたちにとって家庭と学校以外の第三の居場所として、安心して過ごせる居場所づくりの

ニーズが高まっており、またその居場所を運営するための活動支援が求められている。 
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▼基本目標 
       

  

目標１ 戦略２ 

安心して妊娠・出産・子育

てができる環境を整える 

妊娠早期から継続して支援を必要とする妊婦等を把握し、早期から

切れ目なく支援することで安心して妊娠・出産・子育てができる環境

を整備します。 

目標２ 戦略２ 

育児負担・育児不安の軽

減、世代間交流の促進を

図る 

「子育て支援センター」や「学童保育所」などの各施設において、子

育ての孤立化の防止、育児負担の軽減を図ります。また、各施設にお

いて積極的に地域との連携を図り、子どもと多世代との交流を促進

します。 

目標３ 

相談体制の充実を図る 

児童虐待の発生を未然に防ぐために、子育てに関して相談しやすい

環境をつくるとともに、県こども家庭センター（児童相談所）など関

係機関との連携を図り、充実した支援を実施します。また、「播磨町

こども家庭センター（仮称）」開設に向けて、人員の確保や包括的な

支援体制の構築に努めます。 

目標４ 戦略２ 

保育の充実を図る 

保育施設で実施する延長保育事業など多様な保育サービス、不足す

る保育士を確保するための取り組みに対する支援や補助を行うとと

もに、利用希望者等に対して保育に関する施設や事業を円滑に利用

できるよう支援を行います。待機児童の解消に向けて、保育施設の新

設を含む保育の受け皿の充実や町立幼稚園の在り方等について、播

磨町子育て支援策検討会議等における有識者や関係者の意見を踏ま

えながら検討を進めます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

子育て支援の満足度 3.4 3.4 3.4 3.2 3.4 3.4 向上 

 

▼関連計画 

■はりま こども・若者みらいプロジェクト（播磨町こども計画） 

■はりま健康プラン（健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画） 
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

４ 高齢者福祉の充実 

ビジョン 高齢者がいきいきと地域で暮らしていけるまちづくり 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、医療・介護・介護予防・

住まい・生活支援が一体的に提供できる「地域包括ケアシステム」の強化を図ります。また、見守

りや居場所づくりに加え、外出が困難な高齢者へのアウトリーチ支援を推進し、誰もが孤立せずに

地域で尊厳ある生活を送れる環境づくりをめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

高齢者の健康寿命延伸と居場所づくりを推進するため、健康づくり体操や介護予防講座の充実、

生活支援コーディネーターの配置による地域の支え合い活動を進めるとともに、認知症サポーター

養成講座や啓発活動を実施し、地域での理解促進に取り組んできました。また、見守りタグや認知

症高齢者等個人賠償責任保険事業の実施による見守り体制の強化を図り、高齢者補聴器購入費の助

成のほか、高齢者タクシー券の拡充による移動支援や、高齢者安全運転サポート車購入等支援によ

り、高齢者が安心して外出できる環境づくりを進めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆医療・介護・介護予防・住まい・生活支援など、地域包括ケアシステムを構成する各分野にお

いて、取り組みを充実・強化する必要がある。 

◆医療や介護を必要とする高齢者が増加している一方、介護人材等の支援が不足している。 

◆居場所づくりの推進とともに、居場所まで出てこられない高齢者へのアウトリーチの方法を検

討する必要がある。 

◆少子高齢化、核家族化が進み、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯など、見守りや日常生

活上の支援が必要な高齢者が増加している。 

◆高齢化の進行とともに認知症高齢者が増加している。 
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▼基本目標 
    

     

目標１ 

介護予防活動と高齢者の

居場所づくりを推進する 

住民主体の健康づくり体操など健康教室の充実により、介護予防に

取り組む人を増やし、高齢者の健康寿命の延伸を図るとともに引き

続き居場所づくりを推進します。 

目標２ 

認知症高齢者の相談・支

援体制を強化する 

認知症高齢者に対する身近な地域での見守り・支援活動をさらに促

進するため、認知症サポーター養成講座などの開催により、認知症の

正しい知識・理解の普及啓発に努めます。また、地域での見守りネッ

トワークの体制を強化することで、認知症の人の早期発見・早期支援

を促進します。 

目標３ 

高齢者の見守り体制の強

化・推進を行う 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで続けることが

できるように、地域で助け合う「地域包括ケアシステム」の構築をめ

ざします。地域での支え合いを推進するとともに、医療・介護・福祉

関係者との連携を強化し、一体的に提供できる体制づくりを推進し

ます。 

目標４ 

高齢者の生きがいづくり

を推進する 

高齢者自身が地域社会の中で自らの経験や知識を生かし、積極的な

役割を果たしていけるよう、ボランティア活動など住民主体の生き

がいづくりを推進します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

高齢者福祉の満足度 3.1 3.2 3.1 3.1 3.2 3.1 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

５ 障がい者福祉の充実 

ビジョン 誰もが共に支え合い、暮らす共生のまちづくり 

障がいのある人が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し、

地域で支え合いながら共に生きることのできる環境づくりを行います。 

▼前期計画期間中の取組 

子どもから大人まで障がいのある人に対する切れ目のない相談支援体制を強化するため、播磨町

総合福祉センター内に播磨町総合相談基幹相談支援センターと児童発達支援センターに相談の入

り口を設けることで一元化しました。就労支援では、重度障がい者等に対して通勤や職場等におけ

る支援体制を整備し就労機会を拡大しました。また、見守りタグ等の実施による見守り体制の強化

や合理的配慮の提供義務化の周知、重度心身障害者福祉タクシー券による移動支援の充実、医療機

関との連携強化を通じた医療的ケア児の受け入れなど、障がいの有無によって分け隔てられない共

生のまちづくりを進めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆障がいに対する理解促進を図る必要がある。 

◆障がいのある人の重度化・高齢化、「親亡き後」の支援体制づくりが求められている。 

◆障がいのある人が抱える生活課題や支援ニーズが多様化・複雑化している。 

◆障がいのある人の地域社会への参加の促進を図る必要がある。 

◆障がいのある人への虐待防止のための体制づくりが必要である。 
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▼基本目標 
       

  

目標１ 戦略２ 

相談体制の充実を図る 

障がい者基幹相談支援センターの相談体制の充実を図ることによ

り、障がいのある人や家族、支援者に寄り添った支援を行います。ま

た、令和８年２月に開設した児童発達支援センターを中心として、０

歳から 18歳までの切れ目のない支援を行います。併せて、本人や保

護者にとってより伴走的な支援を行うことができるよう、本人の同

意を得た上で、関係機関と情報共有できる体制を構築します。 

目標２ 

雇用・就労の支援を行う 

引き続き障がい者就労・生活支援センターやハローワーク等と連携

し、一般企業への就労を支援するとともに、一般就労が困難な障がい

のある人には、就労支援施設などの利用を促進し、就労機会の拡大を

図ります。 

目標３ 

障がいのある人の地域社

会への参加を促進する 

障がいのある人の生活圏の拡大及び社会参加の促進を図ります。ま

た、身近な地域で医療的ケア児とその保護者が支援を受けられる体

制を推進します。 

目標４ 

障がいのある人を地域全

体で支える体制づくりを

行う 

障がいのある人が住み慣れた地域で、できるかぎり自立と社会参加

を果たしながら安全に暮らせるよう、地域生活支援拠点（体制）の整

備を行うとともに、緊急時の受け入れ体制の構築に努めます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

障がい者福祉の満足度 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町障害者計画 

■播磨町障害福祉計画・播磨町障害児福祉計画 
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１．安心して暮らせるまちへ（保健・福祉） 

６ 健全な保険制度の運営 

ビジョン 健全かつ適正な保険事業をめざすまちづくり 

少子高齢化の進展に対応するため、持続可能な社会保障制度の確立に努めます。 

▼前期計画期間中の取組 

適正な保険運営を進めるため、特定健診の周知・啓発、受診勧奨や国保加入者へのがん検診無料

クーポンの配布を実施し、早期発見・予防の体制整備に取り組んできました。また、わくわく出前

講座を活用した社会保険制度の普及啓発や介護保険料の納期変更による収納率向上に向けた徴収

対策を進めてきました。さらに、介護ニーズの増加に対応するため、サービス提供事業所の整備や

介護人材の確保に取り組みました。 

▼現状の問題・課題 

◆後期高齢者の増加により介護給付費や医療費の増加が見込まれるため、重度化防止等の保険者

機能の強化が必要となっている。 

◆国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料の収納率を向上させるため、社会保険制

度の理解に向けて継続した啓発活動を行う必要がある。 

 

▼基本目標 
   

      

目標１ 

適正な保険運営を行う 

健診・健康教室・個別指導等、健康寿命を延ばす働きかけを行うとと

もに、介護・医療給付の適正化に努め、保険者機能の強化を図り、安

定的な国民健康保険事業の運営に努めます。 

目標２ 

持続可能な保険制度を確

立させる 

物価高騰の影響による被保険者の負担を考慮しつつも、住民に対し

て社会保険制度に関する知識の普及啓発を行うとともに、収納率を

向上させ、財源確保に努めます。 

目標３ 

介護保険制度を安定的に

運営する 

2040 年問題を見据えて、介護者の負担軽減や介護離職の防止など介

護ニーズを把握し、適切な介護基盤の整備に努めます。 
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▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

健全な保険制度の運営の 

満足度 
3.1 3.1 3.2 3.1 3.2 3.2 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

■播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 
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２．安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 

１ 消防・防災体制の強化 

ビジョン 災害に強い防災・減災のまちづくり 

「自らの命は自らで守る」を基本理念に、住民・地域・行政がそれぞれの立場において、最大の

力を発揮することで、防災・減災のまちをめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

令和５年から町全体で総合防災訓練を実施し、自主防災組織を中心とした避難所運営を進めてき

ました。また、避難や備蓄の重要性を認識してもらうことを目的として、研修や講座の開催、情報

提供にも努めるほか、小学５年生を対象とした防災教育を行うことで、子どもや教職員の防災意識

向上にも努めてきました。さらに、受援計画策定やため池を活用した治水対策の実施、古宮漁港の

護岸ゲートの設置を行うほか、町内医療機関に医薬品等を備蓄することで防災体制の強化を図りま

した。 

▼現状の問題・課題 

◆気象状況や社会要因の変化により、規模の大小を問わず、様々な災害等が毎年のように起きて

いる。 

◆公助に偏重しがちな防災意識を、住民による自助・互助・共助の意識づくりに変えていく必要

がある。 

◆研修や講座等により防災意識の向上を図っているが、自助の観点からも個人備蓄の啓発、研修

に注力していく必要がある。 

◆共に助け合うまちづくりの形成の中、自主防災組織の訓練・教育を推進するとともに地域ごと

の取り組みの活性化を図る必要がある。 

◆災害時のみだけでなく、平時からライフライン事業者との連携を図る必要がある。 

◆様々な災害に対応していく避難所の適正な運営を図るため、環境の整備や運営方法の検討をす

る必要がある。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略３ 

防災意識を高めるための

啓発を推進する 

個々の備蓄の推進や情報収集手段の確保など防災意識を高める啓発

として、自主防災組織の研修や出前講座を実施します。 

目標２ 戦略３ 

地域防災力を強化する 

播磨町総合防災訓練を実施し、自主防災組織だけでなく様々な団体

に参加してもらうなど共助における地域の助け合いを図るととも

に、訓練等に必要な支援・物品等の整備を進めることで地域防災力を

強化します。また、災害時の要配慮者についての名簿や計画について

も地域や関係者と共に推進していきます。加えて、総合防災訓練と同

時に職員に対する訓練も実施することで職員の防災意識の向上も図

ります。 

目標３ 戦略３ 

防災体制を充実させる 

避難所等への備蓄、町内医療機関での医薬品等の備蓄の拡充、播磨町

災害時保健活動マニュアルを活用した保健活動の整備、ライフライ

ン確保のための施策、避難所の地域での開所運営を進めるとともに、

危機管理体制の充実・強化を進めます。また、避難所の環境整備を図

るとともに、防災ＤＸの視点から、システムの導入に取り組みます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

消防・防災体制の満足度 3.1 3.0 3.1 3.0 3.1 3.0 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町地域防災計画 

■播磨町水防計画 

■播磨町備蓄計画 

■播磨町避難行動要支援者避難支援計画 

■播磨町耐震改修促進計画 

■播磨町国民保護計画 

■播磨町国土強靭化地域計画 

■播磨町業務継続計画 
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２．安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 

２ 防犯対策の充実 

ビジョン 犯罪のない安心して暮らせるまちづくり 

地域住民一人ひとりの防犯意識を高めるとともに、地域と行政が犯罪防止のための環境整備を進

め、安心して暮らせるまちをめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

加古川警察署や加古川地区防犯協会と連携し、犯罪抑制のために播磨支部防犯研修や安心安全ま

ちづくり住民大会の開催、高齢者に向けた防犯に関する講話を実施しました。また、防犯灯や防犯

カメラの設置、「子ども 110 番の家」の設置を推進するとともに、見守りカメラとタグによる見守

りサービス、みまもりパトロール隊や防犯連絡所員によるパトロールを実施してきました。 

▼現状の問題・課題 

◆子どもの登下校時に、犯罪に巻き込まれるケースが懸念される。 

◆生活に密着した犯罪が増えていることから、警察のみならず、行政も連携した対応が必要とな

っている。 

◆地域における自主的な防犯活動への継続的な支援が求められている。 

 

▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略３ 

犯罪発生をなくす 

加古川警察署や防犯協会等の関係団体と継続的に連携しながら、犯

罪発生抑制を図ります。 

目標２ 戦略３ 

地域住民の防犯意識を向

上させる 

地域での犯罪の未然防止を目的とし、令和６年度に設置した見守り

カメラの運用や地域と行政が共に防犯灯・防犯カメラの設置及び防

犯連絡所・「子ども 110番の家・店」の設置等を推進していきます。 

また、防犯に強いまちづくりを進めるため、様々な施策を通じて、地

域住民が社会活動に参加することを促進していきます。 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

防犯対策の満足度 3.1 3.1 3.1 3.0 3.1 3.3 向上 
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２．安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 

３ 消費者安全の推進 

ビジョン 消費生活を安全に行えるまちづくり 

複雑多様化し増加傾向にある消費者問題に対応するため、消費生活センターを設置し、相談窓口

の充実を図ります。併せて、被害を未然に防ぐため消費者教育を推進し、消費生活の安定と向上を

めざします。 

▼前期計画期間中の取組 

消費生活センターによる相談受付や消費者協会と連携して啓発活動を実施し、高齢者の消費者被

害や若者のネット通販・副業トラブル対策に取り組んできたほか、学校と連携し、小学５年生・中

学２年生への講座や小学６年生・二十歳のつどいでの啓発グッズ配布を実施することで、消費者教

育の推進に努めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆不特定多数に届く架空請求が横行している。 

◆低年齢層のゲーム課金等のトラブルが増加しているため、子どもの頃から継続した消費者教育

が必要である。 

◆消費生活センターへの相談者は 60歳以上が約半数を占めている。 

◆インターネット通信販売のトラブルが増加している。 

 

▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略３ 

消費生活相談や啓発を推

進する 

消費生活センターを中心に関係団体等とも連携し、過去の相談事例

を踏まえた相談対応や啓発を推進します。 

目標２ 戦略３ 

あらゆる機会をとらえて

消費者教育を推進する 

学校や関係団体と連携し、子どもから高齢者まで幅広い世代を対象

とした消費者教育に取り組みます。 
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▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

消費者安全の満足度 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町消費者教育推進計画 
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２．安全に暮らせるまちへ（防災・防犯） 

４ 交通安全対策の充実 

ビジョン 交通事故ゼロをめざし、誰もが安全に暮らせるまちづくり  

学校園、住民等に対する交通安全啓発を図るとともに、自転車等の安全運転や高齢者の運転免許

証返納支援等の交通安全事業を推進し、交通事故のないまちをめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

加古川警察署や交通安全協会と連携し、町内の保育園・幼稚園・こども園・小中学校での交通安

全教室や高齢者向け講話の開催、交通安全運動期間中の啓発活動のほか、高齢者の運転免許証自主

返納奨励金の交付を実施してきました。また、安全性の懸念があった播磨南小学校の通学路につい

て、地権者の協力により工事を行い、使用を再開するほか、歩行者横断点滅機を設置するなど、安

全対策に取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆子どもや高齢者などの交通弱者の交通事故防止が求められている。 

◆高齢者の交通事故増に対応するため、高齢者の運転免許証返納や自転車通行の安全運転等を推

進する必要がある。 

◆道路や通学路の新設や住宅開発等によって生じる交通上必要な交通安全施設を引き続き整備

する必要がある。 

◆自転車に関する道路交通法の改正に関する周知を行う必要がある。 

 

▼基本目標 
   

      

目標１ 

交通事故を減らし、死亡

者をゼロにする 

加古川警察署や交通安全協会等の関係団体と継続的に連携を図り、

高齢者の免許返納の促進及び安全運転意識向上のための講話を実施

します。また、学校とも連携し、交通安全運動、交通安全教室を実施

することで交通安全の啓発を図ります。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

交通安全対策の満足度 2.9 2.9 2.9 2.9 3.0 2.9 向上 
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基本政策２ 

身近な自然環境と快適な住環境が調和したふるさと 

〈方向性〉 

１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

２．活力のあるまちへ（産業・就業） 
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

１ 市街地の整備 

ビジョン 安全で快適に暮らせるまちづくり 

住民との連携・協働による安全で快適な住環境の整備を進めるとともに、良好な市街地を形成す

るため適正な土地利用を進めます。 

▼前期計画期間中の取組 

生活道路の利便性向上のため、住民との協働により狭あい道路整備を進めてきました。また、空

き家の適正管理を推進し、県空家活用特区条例の指定を受けたことで補助制度の拡充や除却促進に

取り組むほか、住宅の耐震化を促進し、耐震診断や改修補助の周知を進め、安全な居住環境づくり

を推進してきました。さらに、土地の保全と地籍の明確化に向けて地籍調査を毎年度実施するとと

もに、立地適正化計画の策定、都市計画マスタープランの見直し、ＪＲ土山駅北地区のまちづくり

や市街化調整区域の土地利用の検討を行ってきました。 

▼現状の問題・課題 

◆住宅密集地区における狭あい道路の問題等、住民との連携・協働による地域の特性を生かした

まちづくりや土地利用が必要となっている。特に防災上の課題が相対的に大きい本荘・宮西・

古宮地区の沿岸部については、対応が急がれる。 

◆空き家の増加が社会的な問題となっており、適切な管理がされていない空き家については周辺

環境に悪影響を及ぼす可能性がある。 

◆南海トラフ地震等の発生が想定されている中、地震時における住民の安全を確保するため、住

宅等の耐震化を進める必要がある。 

◆ＪＲ土山駅北地区では、駅前らしい社会基盤と住環境の速やかな整備、まちのにぎわいと活力

の創出を図るため、住民と協働したまちづくり（再整備）の検討を引き続き進める必要がある。 

◆播磨臨海地域道路の計画、営農者の高齢化と後継者不足等、市街化調整区域での開発圧力の高

まりや低未利用地化の進行が予想されるため、計画的な土地利用に向けた検討を引き続き進め

る必要がある。 

◆まちづくりの推進にあたっては、地域住民や利害関係者との意思疎通、合意形成等を図り、協

働して取り組む必要がある。 
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▼基本目標 
    

     

目標１ 

生活道路を整備し、日常

生活の利便性を向上させ

る 

住民と協働のもと住宅密集地区における狭あい道路の整備を推進す

るとともに、道路整備が不十分なエリアについては、地域での検討を

促進する取り組みを実施します。 

目標２ 

まちの活力を維持するた

め、空き家等の既存スト

ックを活用する 

空き家等の適正な管理について啓発し、流通を促進させることで、既

存ストックの活用を図ります。 

目標３ 

安全で安心な居住環境の

形成を図る 

住宅の耐震化に関する啓発を行い、災害に強い地域づくりを進めま

す。 

目標４ 

計画的な土地利用を図る 

町を取り巻く環境の変化を見据え、計画的な土地利用に向けた検討

を進めます。 

目標５ 

土地の保全及び地籍の明

確化を図る 

土地の保全及び地籍の明確化を図るため地籍調査を推進します。 

また、地籍調査の推進にあたり、他のまちづくり事業との連携も念頭

において優先順位を検討します。 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

市街地の整備の満足度 3.1 3.2 3.2 3.0 3.1 3.2 向上 

▼関連計画 

■播磨町都市計画マスタープラン ■播磨町立地適正化計画 

■播磨町緑の基本計画   ■播磨町空家等対策計画 

■播磨町耐震改修促進計画  
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

２ 公共交通の維持・確保 

ビジョン 地域公共交通を維持し、誰もが安心して外出できるまちづくり  

地域公共交通（バス路線等）は、病院、買い物等の移動手段として欠かすことのできない交通手

段であり、その利便性の向上と運行確保に努めます。また、誰もが安心して外出ができる移動手段

の確保に向けた取り組みを進めます。 

▼前期計画期間中の取組 

地域公共交通の維持と利用促進をめざし、播磨町地域公共交通活性化協議会の設立や地域公共交

通計画の策定、広報活動、時刻表の全戸配布、「かこバスミニ」平岡東南ルートの運行開始などに取

り組みました。 

▼現状の問題・課題 

◆バス利用者減少による路線の休廃止が行われている。 

◆高齢者や障がいのある人、子どもなど移動手段を持たない人への対応が必要である。 

◆公共交通の利用が不便な地域の移動手段を検討する必要がある。 

◆交通事業者を取り巻く事業継続上の課 題への対応を図る必要がある。 

◆持続可能な公共交通サービスとするため、利用を促進する必要がある。 

◆広域的な公共交通ネットワークを維持するため、近隣市町との連携が求められる。 

 

▼基本目標 
  

       

目標１ 

路線バスや鉄道等の公共

交通の利用を促進する 

地域公共交通を維持するために、播磨町地域公共交通計画に基づく

様々な利用促進施策を行い、利用者の増加をめざします。 

 

  



55 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

公共交通の満足度 2.6 2.6 2.7 2.7 2.6 2.6 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町都市計画マスタープラン 

■播磨町地域公共交通計画  
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

３ 道路・交通ネットワークの維持・整備 

ビジョン 安全な交通を確保したまちづくり 

道路交通網の整備を進めるとともに、安全に通行できる道路の維持及び強靭化に努めます。 

また、港湾施設の整備については、引き続き関係機関に要請を行います。 

▼前期計画期間中の取組 

道路舗装の適切な管理を維持するため、播磨町舗装長寿命化修繕計画に基づき計画的な修繕工事

や新設改良を実施したほか、安全な道路環境の構築に向け、ゾーン 30 プラスの整備や自転車ネッ

トワーク計画の策定を進めました。道路橋の安全確保に向けても播磨町橋梁長寿命化修繕計画に基

づき計画的な補修工事を実施し、法定点検や日常点検を行ってきました。また、播磨臨海地域道路

のルート計画案を踏まえ、都市計画道路の見直しを行いました。 

▼現状の問題・課題 

◆生活道路網の安全性の向上に努め、「災害に強いまちづくり」が必要となっている。 

◆人や自転車が安全快適に通行できるよう、点検業務で異常個所を早期発見する必要がある。 

◆町道を健全に維持するため、道路・橋梁の整備改修などを計画的に実施していく必要がある。 

◆播磨臨海地域道路の整備に向けた取り組みが進められる中で、未整備の都市計画道路について

は、必要性や費用対効果等を検証のうえ、計画的な整備を検討する必要がある。 

◆工業港である東播磨港は、播磨臨海地域道路が計画されるなど、取り巻く環境が大きく変化し

ていることから、必要な整備等について関係機関に要請する必要がある。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 

計画的な道路改良や整備

を推進する 

道路舗装において、適切な管理水準を維持し効果的な修繕に努めま

す。 

目標２ 

予防保全により道路橋の

安全を確保する 

老朽化が進む道路橋において、法定点検を確実に実施するとともに、

計画的な修繕を行うことで安全性の確保を図ります。 

目標３ 

都市計画道路等の整備を

検討する 

今後のまちづくりの進展や播磨臨海地域道路の事業化スケジュール

を踏まえ、費用対効果を考慮し、都市計画道路等の整備の優先順位を

検討します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

道路・交通ネットワークの 

満足度 
3.1 3.1 3.1 3.0 3.0 3.1 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町橋梁長寿命化修繕計画 

■播磨町舗装長寿命化修繕計画 

■播磨町国土強靭化地域計画 
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

４ 上・下水道の整備 

ビジョン ライフラインの安定したまちづくり 

安全かつ良質な水道水の安定的な供給に努めます。また、下水道を整備し、清潔で快適な環境づ

くりを進めるとともに、雨水幹線や雨水ポンプ場の整備など治水対策を推進します。 

▼前期計画期間中の取組 

老朽管の耐震化と施設整備の計画的な推進のため、デザインビルド方式の採用による基幹管路

の更新や、下水道総合地震対策計画の策定を進めるとともに、水道施設更新基本計画や管路耐震

化更新計画を策定し、上下水道の耐震化を推進してきました。また、持続可能な経営基盤の構築

をめざし、経営戦略の改定や水道料金の改定を実施し、財源確保と計画的な管路更新に取り組ん

できました。さらに、雨水幹線の整備や浜田雨水ポンプ場の建設をし、治水対策を強化してきま

した。 

▼現状の問題・課題 

◆創設期に整備した多くの水道施設の老朽化が進行していることから、適切な維持管理に努め、

延命化を図る必要がある。 

◆地震災害などに備えて上下水道施設の耐震化を推進するとともに、断水に備えて応急給水手段

とトイレを確保する必要がある。 

◆安定給水や経営の効率化を図るため、近隣市町との広域連携について積極的に取り組む必要が

ある。 

◆上下水道に対する関心を高め、上下水道施設の重要性について周知を図る必要がある。 

◆近年、台風や集中豪雨などが多発しており、浸水被害のリスクが高まっている。 
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▼基本目標 
      

   

目標１ 

老朽管の更新と管路の耐

震化を計画的に行う 

南海トラフ巨大地震などの災害に備えて、重要給水施設に接続して

いる管路の耐震化を優先的に行います。 

目標２ 

計画的な施設整備と事業

の平準化を行う 

施設整備の時期に大きな偏りがあることから、民間活力を利用する

など将来を見据えて計画的に事業を実施します。 

目標３ 

長期にわたり健全で安定

的な経営に努める 

老朽施設の更新費用が膨大なため、必要な財源確保を行い、長期を見

据えた財政運営を行います。 

目標４ 

下水道への理解を高める 

下水道の役割や重要性について普及啓発を行うことで、下水道への

関心を高め、水洗化の促進を図ります。 

目標５ 

下水道による治水対策を

進める 

雨水幹線の整備を進めるとともに、本荘雨水ポンプ場及び浜田雨水

ポンプ場の適切な維持管理に努めます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

上・下水道の整備の満足度 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町水道事業ビジョン・経営戦略 

■播磨町水道施設更新基本計画 

■播磨町管路耐震化更新計画 

■播磨町水道事業水質検査計画 

■播磨町下水道事業経営戦略 

■播磨町流域関連公共下水道事業計画 

■播磨町下水道ストックマネジメント計画 

■播磨町下水道長寿命化計画（本荘雨水ポンプ場） 

■播磨町下水道総合地震対策計画 

■播磨町上下水道耐震化計画 

■播磨町国土強靭化地域計画  
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

５ バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

ビジョン 誰もが安心して暮らせるバリアフリーのまちづくり 

高齢者や障がいのある人、妊婦や子ども連れの人など、すべての人が移動に不自由なく、安全で

快適に暮らせるまちづくりをめざし、公共施設や道路等のバリアフリー化を進めます。また、年齢、

性別、文化、身体の状況など、人々が持つ様々な個性や違いにかかわらず、誰もが利用しやすく暮

らしやすいまちづくりをめざし、ユニバーサルデザインや「障害の社会モデル」の周知、一人ひと

りが多様な人のことを思いやる「心のバリアフリー」の啓発に努めます。 

▼前期計画期間中の取組 

すべての人が安全で快適に暮らせるバリアフリーのまちづくりとして、「障害の社会モデル」の

周知啓発やバリアフリー基本構想に基づく事業の進捗確認を行いました。また、高齢者や障がい

者が安心して暮らせる住環境を整えるため、既存の住宅バリアフリー改造費助成を実施してきま

した。 

▼現状の問題・課題 

◆既設の施設については、改修時に順次バリアフリー・ユニバーサルデザイン化に配慮する必要

がある。 

◆ユニバーサルデザインへの認識を深めるために、継続した周知啓発が必要である。 

◆バリアフリーの心を育てるために、小中学校での学習を進めるなど、共生社会の形成に向けた

意識づけが必要である。 

◆既存住宅のバリアフリー化については、申請数は伸びていないため事業の周知に力を入れる必

要がある。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 

すべての人が安全で快適

に暮らせるようバリアフ

リーのまちづくりを進め

る 

誰もが移動しやすく、利用しやすく、わかりやすいまちをめざし、当

事者の声も取り入れながらバリアフリー化を推進します。 

目標２ 

高齢者や障がいのある人

を含むすべての人が暮ら

しやすい住環境づくりを

進める 

住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送れるよう住宅のバリア

フリー化を引き続き進めます。 

目標３ 

ユニバーサル社会の実 

現に向けた取り組みを推 

進する 

誰もが利用しやすく暮らしやすいまちづくりをめざし、ハード・ソフ

ト両面のバリアフリー・ユニバーサルデザインの推進に努めます。ま

た、誰にとっても見やすく、わかりやすい情報提供を行うことで情報

バリアフリー化を推進します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

バリアフリー・ユニバーサル

デザインの満足度 
3.0 3.1 3.1 3.0 3.0 3.0 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町バリアフリー基本構想 

■播磨町障害者計画 
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

６ 公園緑地と水辺環境の保全 

ビジョン 水と緑を活かしたうるおいのあるまちづくり 

公園・緑地、ため池など身近な自然環境を保全し、生活にうるおいとやすらぎのあるまちづくり

を進めます。 

▼前期計画期間中の取組 

公共空間の緑化と緑化意識の普及を推進するため、播磨町公園施設長寿命化計画に基づく施設

更新や公園施設のリニューアル、公園でのイベント開催、県民緑税を活用した植樹や芝生化活動

の支援、公共用地での住民主体の緑化活動を進めてきました。また、水辺空間の保全・活用のた

め、ため池の定期点検や管理者講習会の実施、ため池協議会の活動支援、ホタルの里での環境保

全啓発、池周辺の設備改修などにも取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆公園・緑地やため池などの保全と適正な維持管理を行っているが、身近な水辺環境への理解を

深める必要がある。 

◆公園施設を安全に利用できるよう適切に更新する必要がある。 

◆幅広い世代に環境保全意識を普及啓発する必要がある。 

◆点在する公園施設のトイレの維持管理及び更新の検討が必要である。 
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▼基本目標 
       

  

目標１ 

緑に対する多様なニーズ

を踏まえ、公共空間の緑

化や緑化意識の普及啓発

を推進する 

公園・緑地の適切な維持管理や新たに建設する大池広場等を活用し

たイベント等を通じた緑のふれあいの確保を促進します。石ヶ池パ

ークセンターを緑の拠点として、住民との協働により緑の普及啓発

を行います。 

目標２ 

快適な公園機能を保持す

る 

公園の整備・維持管理を行い、インクルーシブ遊具や健康遊具の設置

を進め、防災機能としての強化も推進します。 

目標３ 

水辺空間の保全や活用を

図る 

治水施設としてのため池の保全管理に加え、ため池協議会が実施す

るため池を活用したイベントを引き続き支援します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

公園緑地と水辺環境の保全の

満足度 
3.3 3.4 3.5 3.3 3.4 3.4 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町緑の基本計画 

■播磨町公園施設長寿命化計画 

■播磨町環境基本計画  
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

７ 生活環境の向上 

ビジョン 生活環境を良好に保つまちづくり 

自然環境保全意識の普及啓発に努めるとともに、住民・事業者・行政が環境に対する責任と役割

を理解することで、脱炭素社会、自然共生社会をめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

地球温暖化防止対策として、住宅用太陽光発電・蓄電池システム設置費の補助、電気自動車充電

設備の整備、クーリングシェルターの指定開始などに取り組み、生活環境の保全を目的に、自治会

が行うクリーンキャンペーンの支援や不法投棄監視カメラの貸し出しを進めてきました。また、子

ども向け環境学習として、夏休みおもしろ教室や環境バスツアー、住民と協働したアカミミガメや

ナガエツルノゲイトウの駆除活動を実施し、環境意識の向上を図ってきました。 

▼現状の問題・課題 

◆ごみのポイ捨て・犬のフンの放置・騒音問題など、日常生活に起因する環境問題が依然として

多く、住民一人ひとりの意識の向上がいっそう必要となっている。 

◆事業系廃棄物の不法投棄に対する監視・指導体制の拡充・強化が必要となっている。 

◆不適切なごみ出しが増加しており、ごみの出し方に関して改めて周知・啓発が必要となってい

る。 

◆外来動植物の流入により、在来動植物への影響や農作物への被害が発生している。 

◆地球温暖化による自然環境や生活への影響が深刻化する中、住民一人ひとりが生活スタイルの

見直しや自然環境保全などに継続的に取り組むことが求められている。 

◆カーボンニュートラルへの取り組みをより推進する必要がある。 
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▼基本目標 
        

 

目標１ 戦略１ 

地球温暖化防止対策を推

進する 

住民や事業者のクリーンエネルギー利用を積極的に支援し、環境へ

の負荷が少ない脱炭素社会への転換を図ります。 

目標２ 

生活環境の改善に係る活

動を推進する 

環境問題についての啓発を行い、住民一人ひとりの環境意識の向上、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上をめざします。 

目標３ 

子ども向けの環境学習機

会を確保する 

人と環境との関わりについて理解を深め、責任ある行動がとれる人

づくりを推進します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

生活環境の向上の満足度 3.1 3.1 3.1 3.0 3.1 3.0 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町環境基本計画 

■播磨町地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

■播磨町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）  
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１．うるおいのあるまちへ（都市基盤・住環境） 

８ ごみの減量・リサイクル活動の推進 

ビジョン 環境への負荷が少ない資源循環型のまちづくり 

限られた資源の有効活用と環境負荷の軽減を図り、資源循環型社会の構築をめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

播磨町可燃ごみ中継センターや２市２町広域ごみ処理施設「エコクリーンピアはりま」の運営

開始によるごみ処理機能の拡充、災害廃棄物処理計画の策定を行ったほか、ごみ分別の徹底や食

品ロス削減に向けたフードドライブへの広報協力、「手前どり」啓発ＰＯＰの提供などを行ってき

ました。また、資源の有効利用を促進するため、資源回収団体への助成金交付を行い、古紙等の

リサイクル率向上に取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆紙や布、ビンや缶などの資源ごみが可燃ごみや不燃ごみとして排出されていることがあり、資

源化できていないものがある。 

◆ごみの資源化、減量化を推進するために、ごみの分別について周知啓発を図る必要がある。 

◆子ども会の解散や各種団体の活動縮小に伴い、資源回収に取り組む団体が減少している。 

 

▼基本目標 
       

  

目標１ 

ごみの減量化を推進する 

ごみの減量に向けた情報発信を行うとともに、食品ロス削減等の取

り組みを通して可燃ごみの減量化を図り、環境負荷の軽減をめざし

ます。 

目標２ 

古紙等のリサイクル率の

向上を図る 

資源回収を促進させることで資源の有効利用を図り、循環型社会の

形成に努めます。 

 

  



67 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

ごみの減量・リサイクル活動

の満足度 
3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町環境基本計画 

■播磨町分別収集計画書 

■加古郡圏域一般廃棄物処理基本計画 

■播磨町一般廃棄物処理実施計画 

■東播臨海広域市町圏における循環型社会形成推進地域計画 
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２．活力のあるまちへ（産業・就業） 

１ 農漁業の振興 

ビジョン 地域の農水産を維持するまちづくり 

自然空間の保全や緑地等として農地を守り、農業の維持に努めるとともに、漁業においては、地

場産物の流通拡大に向けて支援を行います。 

▼前期計画期間中の取組 

農業・漁業従事者の支援と経営安定化を図るため、漁業施設整備費の補助、新規就農者や新規組

合員への就業支援、景観作物助成金の交付、学校給食での地産地消の推進などに取り組むとともに、

ふるさと納税の返礼品として農産物や遊漁船の乗船を登録し、販路拡大にも努めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆収穫や漁獲により収入を得るため、経営の安定化が図りにくい。 

◆従事者の高齢化と後継者不足が進んでいる。 

◆農水産物の地産地消を拡大するための量の確保が困難である。 

 

▼基本目標 
      

   

目標１ 戦略１ 

農業・漁業従事者を支援

する 

農業・漁業従事者を支援し、経営の安定化を図るとともに、新規就業

者や指導者への支援施策を検討します。 

目標２ 戦略１ 

地産地消を推進する 

地元農水産物の朝市販売や学校給食への提供を行い、地産地消を推

進します。 

目標３ 戦略１ 

魅力ある産品を充実さ

せ、販路の拡大を図る 

地元農水産物をふるさと納税の返礼品とすることで販路を拡大し、

農漁業の活性化につなげます。 

播磨町漁業協同組合を支援し、水産加工業・養殖業の充実を図りま

す。 
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▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

農漁業の振興の満足度 2.9 3.0 3.0 2.9 2.9 2.9 向上 

 
 

▼関連計画 

■農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

■地域計画 

■機能保全計画書 阿閇漁港（第１種） 

■機能保全計画書 古宮漁港（第１種） 

■阿閇漁港海岸長寿命化計画書 

■古宮漁港海岸長寿命化計画書 

■播磨町アライグマ防除実施計画、播磨町ヌートリア防除実施計画 
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２．活力のあるまちへ（産業・就業） 

２ 商工業の振興 

ビジョン 地元産業の活性化を図るまちづくり 

商工会との連携により、地域の商業者の支援に努めるとともに、工業においては優遇措置や規制

緩和等により工場の誘致や町外への流出を防ぎ、地元産業の活性化を図ります。また、土山駅周辺

の再開発や、地域ブランドの構築、イルミネーションを活用したにぎわい創出等を通じて、経済が

まちの成長を牽引する「都市経営」の視点から取り組みます。 

▼前期計画期間中の取組 

地元産業の活性化を推進するため、播磨町商工会を支援し、四者連携協定を活用した朝市の開催、

空き店舗活用補助金の拡充、住宅リフォームの助成、ふるさと納税返礼品の導入による販路拡大を

行ったほか、企業立地促進奨励金の交付、工業地域の緑地面積率の緩和、合同企業就職面接会の開

催などに取り組んできました。 

▼現状の問題・課題 

◆ふるさと納税返礼品の更なる開拓と、制度を通じた商工の活性化を図る必要がある。 

◆播磨町商工会では推奨品認定を行っているが、販売促進が必要となっている。 

◆兵庫南農業協同組合、播磨町漁業協同組合、播磨町商工会、播磨町が連携し、朝市開催など、

事業実施に一定の成果は見られるが、更なる連携が求められている。 

◆企業誘致策として工場立地法の緑化面積率等を緩和して工場の敷地を有効活用しているが、今

後はまとまった遊休地が少なく、大規模な誘致が困難となっている。 

◆播磨町商工会と連携し創業支援を行っているが、新規創業者への周知が必要である。 

◆勤労者の福利厚生の充実のため、町が出資している「あいわーくかこがわ」や「播磨町労働者

福祉協議会」への加入促進が必要である。 

◆地元企業における人材確保が課題となっている。 
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▼基本目標 
    

     

目標１ 戦略１ 

地域産業の活性化を図る 

播磨町商工会を支援し、四者連携協定を活用することで地元産業の

活性化を推進します。 

目標２ 戦略１ 

中小企業を支援する 

中小企業支援、創業支援を積極的に展開し、商工業の振興につなげま

す。 

目標３ 戦略１ 

商工業の振興を図る 
ふるさと納税を通して地場産品の販路拡大に取り組みます。 

目標４ 戦略１ 

就労の促進を図る 

合同企業就職説明会や奨学金返済支援制度、労働者福祉協議会への

支援により、町内事業所への就労を促進します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

商工業の振興・勤労者福祉の

満足度 
2.8 2.8 2.9 2.7 2.8 2.8 向上 

 
 

▼関連計画 

■地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく基本計画 

■播磨町導入促進基本計画 

■播磨町創業支援等事業計画 
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基本政策３ 

多様な個性と夢をみんなでつなぐふるさと 

〈方向性〉 

１．人を育むまちへ（教育・文化） 

２．人がつながるまちへ（協働・行政） 
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１．人を育むまちへ（教育・文化） 

１ 子どもたちの学びの充実 

ビジョン 豊かな心と生きる力を育むまちづくり 

子どもたちが自分らしく、安心して学び、成長していける環境づくりを子どもの思いや考え、意

見を尊重しながら進めます。特別な支援が必要な子どもへの対応や不登校支援などにおいては、こ

ども支援センター、児童発達支援センター、学校、家庭、教育委員会、福祉部門が連携し、一人ひ

とりに応じたきめ細やかな支援を実現します。 

また、部活動の地域展開を推進し、子どもたちの多様な学びの機会を地域と共につくるとともに、

教職員の働き方改革にもつなげます。さらに、小学生議会・中学生議会を開催し、子どもたちが播

磨町の行政や生活に関心を持ち、意見を表明できる環境をつくります。地域と学校が一体となって

子どもの育ちを支える、未来志向の教育をめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

「豊かな心」と「生きる力」を育む教育を推進するため、幼稚園や認定こども園と小学校の円滑

な接続、青少年問題協議会の開催、教職員の指導力向上研修実施、特色ある学校づくりを進めてき

ました。また、地域と連携した学校運営の充実を図るため、全小中学校へ学校運営協議会の設置や

コミュニティスクールコーディネーターの配置を行いました。 

さらに、学習環境の整備として、小中学校の校舎大規模改修や体育館の空調設備、給食施設の整

備を進め、児童生徒一人１台のタブレット端末導入によるＩＣＴ環境の充実にも努めるほか、漢字

検定、数学検定や英語検定などの受験料の助成も行ってきました。 

▼現状の問題・課題 

◆地域住民の学校運営への参画の新たなしくみ及び地域人材が必要である。 

◆学校だけでは解決できない課題に対して、保護者や地域との連携や協働が重要となっている。 

◆核家族化やライフスタイルの多様化、情報化の進展など、青少年を取り巻く環境が変化する中

で、健やかに成長できる環境づくりが求められている。 

◆子ども会会員数の減少と、播磨町子ども会育成連絡協議会を退会する地区子ども会が年々増加

している。 

◆経年劣化にともなうＩＣＴ機器の再整備が必要である。 

◆学校施設が子どもたちにとって、安全・安心で快適な場となるよう、計画的に改修を進める必

要がある。 

◆町内すべての幼稚園・こども園・小学校においては、幼児教育と小学校教育が円滑に接続でき

るよう取り組むことが求められている。また、小学校から中学校にかけても、系統的な学習指

導を進め、児童生徒の学力向上に向けた一層の取り組みが必要である。 
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▼基本目標 
      

   

目標１ 戦略２ 

「豊かな心」と「生きる

力」を育む教育を推進す

る 

家庭や地域、関係機関との信頼関係を確立させ開かれた学校づくり

を進めます。また「知・徳・体」において、すべての子どもたちが、

よりよい未来を生き抜く力を育んでいきます。 

目標２ 戦略２ 

家庭や地域社会との連

携・協力を深めながら学

校教育を充実させる 

地域人材を活用して、子どもたちの学びをさらに充実させます。ま

た、学校運営協議会の活性化、地域の連携・協力を図り、地域全体で

子どもたちの学びを推進します。 

目標３ 戦略２ 

学習環境の整備を進める 

学校施設の改修を計画的に進めるとともにＩＣＴ環境の充実・再整

備など、学習環境を整えていきます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

子どもたちの学び・青少年の

健全育成の満足度 
3.4 3.3 3.3 3.2 3.3 3.3 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町教育大綱 

■播磨町教育振興基本計画 

■播磨町教育施設長寿命化計画 

■はりま こども・若者みらいプロジェクト（播磨町こども計画）  
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１．人を育むまちへ（教育・文化） 

２ 生涯学習の充実 

ビジョン 誰もが夢や目標に向かい、生きがいを持って暮らせるまちづくり 

あらゆる世代の住民が、学びや文化・スポーツを通じて、自己実現や地域とのつながりを深める

ことができる環境を整えます。図書館や公民館などの公共施設の利活用を推進し、住民の活動拠点

としての役割を高めるとともに、施設の集約や機能の再編も検討し、より効果的で持続可能な学び

の場づくりを行います。 

▼前期計画期間中の取組 

生涯学習の拠点として社会教育施設の利用促進を図るため、公共施設への公衆無線ＬＡＮの設置、

新たな指定管理者による中央公民館の運営、播磨町こども読書推進計画の策定、地域の教育力向上

事業の推進に取り組んできました。また、スポーツ・文化活動の振興においては、ロードレース大

会の開催、スポーツ施設個別計画の策定、中学校部活動の地域展開に向けた取り組み、美術展や菊

花展、文化祭の開催支援などを進めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆中央公民館とコミュニティセンター相互の連携強化を図るとともに、地域の拠点として各施設

の機能を向上する必要がある。 

◆社会教育施設の計画的な改修と施設整備を行う必要がある。 

◆グローバル化による生涯学習に対する関心の高まりや学習要求の多様化にこたえるため、自ら

学ぶ機会と学習する場の提供と支援が必要となっている。 

◆生涯学習関係団体の構成員の固定化と高齢化が進んでおり、各団体の活性化や活動継続への支

援が必要となっている。 

◆健康意識やスポーツへの関心が高まる中、健康寿命の延伸を図るため、生涯にわたってスポー

ツに親しむことのできる機会の提供と環境の充実が求められている。 

◆中学校部活動の地域展開に係る各種団体との連携強化及び地域クラブ指導者の育成をはじめ

とする各種団体の機能・体制強化が喫緊の課題である。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略２ 

あらゆる世代に学習機会

を提供する 

生涯学習の拠点となる社会教育施設の利用を促進するとともに、生

涯学習を発信するサークルや団体による活動を推進します。 

目標２ 戦略２ 

生涯スポーツ活動を振興

する 

関係団体と連携し、地域における持続可能なスポーツ環境の整備と、

指導体制・施設管理の充実を図ります。 

目標３ 戦略２ 

芸術・文化活動を振興す

る 

住民の文化団体への参画を促進するとともに、中学生の部活動地域

展開を契機と捉え、文化協会の各種団体と協働しながら、伝統文化の

継承に向けた手法を模索します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

生涯学習、スポーツ活動、 

文化・芸術活動の満足度 
3.1 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町教育大綱 

■播磨町教育振興基本計画 

■播磨町生涯学習推進計画 

■播磨町スポーツ推進計画 
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１．人を育むまちへ（教育・文化） 

３ 歴史・文化遺産の保存と活用 

ビジョン 歴史・文化遺産を活用した魅力あるまちづくり 

貴重な歴史的資産や文化財を保存するとともに、地域の伝統的な行事や文化の継承・発展の支援

に努めます。 

また、大中遺跡をはじめ、ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛などの歴史的資産や文化財の活用を図り、

ふるさとへの愛着や誇りを育むまちづくりを進めます。 

▼前期計画期間中の取組 

播磨町の文化・歴史の発信と文化財保護の意識向上を図るため、県立考古博物館との連携強化、

歴史講座や親子文化財教室の開催、学校・各種団体への学習支援、大中遺跡まつりの開催のほか、

文化財保護審議会の開催、埋蔵文化財調査の実施などに取り組んできました。 

また、収蔵庫整理や３Ｄ計測器を活用した文化財管理の強化、特別展の開催などを通じ、文化財

の適正管理と郷土愛の醸成にも取り組んできました。さらに、令和８年度の播磨町郷土資料館の別

府鉄道展示リニューアルに向け、設計業務などを進めてきました。 

▼現状の問題・課題 

◆貴重な文化的資産の保存・管理を進めるため、地域に根ざした調査研究・資料収集等を行い、

文化財を適正に保存する必要がある。 

◆文化財を活用した情報発信方法を研究し、子どもから大人までふるさとを愛する心の醸成をさ

らに図っていく必要がある。 

◆各種行事を支える指導者やボランティアの高齢化が進んでおり、新たな担い手の育成が必要で

ある。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 

播磨町の文化・歴史を発

信する 

県立考古博物館との連携を深め、文化財保護の意識高揚を図るため、

積極的な情報発信を行うとともに、ふるさと納税やクラウドファン

ディングなどを活用し、保存・管理方法を検討します。また、大中遺

跡まつりなどの行事を通じ、郷土愛の醸成を図ります。 

目標２ 戦略２ 

文化財保護・愛護意識の

醸成を図る 

歴史・文化財の体験活動や研修を通して、興味・関心意欲を高め、保

護活動への啓発を図ります。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

歴史・文化遺産の保存と 

活用の満足度 
3.4 3.3 3.4 3.3 3.3 3.4 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町教育大綱 

■播磨町教育振興基本計画  
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１．人を育むまちへ（教育・文化） 

４ 多文化共生・人権教育の推進 

ビジョン 多文化共生と人権・平和を尊重するまちづくり 

互いを理解し、尊重する人を育むことができるよう、多様な文化に触れ、人権を理解し、思いや

りのある社会をめざすとともに、平和を希求し、心安らぐ社会の実現に努めます。 

また、多文化共生や人権意識の向上を図る学習機会を提供し、あらゆる人が互いの違いを尊重し

合いながら、共に地域で暮らせるまちをめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

多文化共生社会の実現に向け、日本語教室の実施、姉妹都市ライマ市との交流、多文化共生サ

ポーターの配置、ＡＬＴ派遣事業を推進し、住民の異文化理解を促進しました。また、人権尊重

の意識醸成を目的に、男女共同参画行動計画の策定や、人権尊重のまちづくり条例を制定し、人

権尊重のまちづくりを推進するため、人権推進室の設置や人権尊重のまちづくり推進計画を策定

し、体制整備に努めました。人権啓発推進委員会の開催、「こころふれあう町民のつどい」の実

施、子どもの権利に関する講演会、子どもの意見をとりいれた「こどもの権利条例」の制定を進

めてきました。また、平和意識の向上のため、戦没者追悼平和祈念式を開催し、戦争の教訓を次

世代へ継承する取り組みも行ってきました。 

▼現状の問題・課題 

◆町内の在住外国人が増加・多国籍化してきており、よりきめ細かい対応が必要となっている。 

◆他の地域の文化を体験する機会や多文化共生社会の実現に向けた交流事業が少ない。 

◆ＳＮＳによる誹謗中傷など、人権を損なう事象に関する理解度が不足している。 

◆家庭や学校、地域社会、職場など、あらゆる場において人権教育を継続する必要がある。 

◆男女平等意識の高揚に努め、ジェンダー平等への理解をさらに進める必要がある。 

◆ＬＧＢＴＱ＋など性的マイノリティに対し配慮するとともに、パートナーシップ制度について、

啓発を行う必要がある。 
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▼基本目標 
     

    

目標１ 

互いの文化を理解し、尊

重できる社会をめざす 

多様な文化に触れることで、互いの理解を深め、多文化共生社会の実

現をめざします。 

目標２ 

人権を尊重し、思いやり

のある社会をめざす 

人権尊重のまちづくり条例の理念に基づき、人権教育の推進を図り、

啓発活動や広報活動に努めます。 

目標３ 

平和を希求し、心安らぐ

社会をめざす 

「核兵器廃絶のまち」宣言を踏まえ、戦争の教訓を風化させることな

く、次世代への継承や平和に対する意識の向上を図ります。 

目標４ 

人権問題の解決に向けた

支援体制の充実を図る 

人権尊重のまちづくり条例の理念のもと、人権尊重の視点を持ち、あ

らゆる施策に取り組むとともに、人権侵害を感じた場合の相談体制

を広く周知し、解決に向けた支援体制の充実を図ります。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

人権・平和教育、国内・国際 

交流の満足度 
3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.1 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町教育大綱 

■播磨町教育振興基本計画 

■播磨町男女共同参画行動計画 

■播磨町人権教育基本方針 

■次世代育成支援・女性活躍推進に関する播磨町特定事業主行動計画 

■播磨町人権尊重のまちづくり推進計画 

  



82 

２．人がつながるまちへ（協働・行政） 

１ 地域活動の活性化と住民協働の推進 

ビジョン みんなが主役で、みんなで協働するまちづくり 

住民、団体、事業者、行政が協働により、それぞれの強みを生かして地域が主体となったまちづ

くりを行い、人がつながり地域が活力にあふれる社会をめざします。また、必要な情報が行きわた

る社会をめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

自治会の活動支援のため、自治会公民館の備品補助を行いました。地域コミュニティのあり方検

討委員会での議論を進め、地域活動の活性化を図るとともに、老朽化した東部コミュニティセンタ

ーの建て替えを進めてきました。ＮＰＯ法人や多様な主体と協働し、まちづくりパートナー事業や

まちづくりアドバイザーによる業務支援、オープンミーティングの実施、60 周年記念式典における

「協働のまちづくり宣言」を行うなど、住民協働のまちづくりの推進に努めてきました。また、町

公式ＬＩＮＥの機能拡充や広報紙のリニューアル、観光パンフレットの作成、デジタルサイネージ

の設置のほか、職員によるタウンプロモーション委員会の立ち上げなど、情報発信の充実に努めて

きました。 

▼現状の問題・課題 

◆人口減少や少子高齢化の進展により、自治会役員の担い手不足や地域の活力の低下が加速する

ことが懸念される。 

◆ライフスタイルや価値観の多様化に伴い、地域活動や自治会活動に参加する余裕がない人や関

心の低い人が増えている。 

◆地域が主体となってまちづくりに取り組み、地域課題を解決できるよう、人材の育成を支援す

る必要がある。 

◆住民のニーズに対応した情報発信を行う必要がある。 

◆地域コミュニティと連携し、住民及び関係人口や交流人口との関わりを深め、地域社会の活性

化を図る必要がある。 

◆庁内での情報共有を通して、担当部署間の連携を強化する必要がある。また、情報発信におい

てコンテンツの充実が求められている。 

◆多様な団体と連携・協働して、誰もが様々な情報に触れやすいまちづくりが求められている。 
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▼基本目標 
   

      

目標１ 戦略３ 

地域が活力にあふれる社

会をめざす 

自治会等団体活動の運営に関する助言を行い、地域活動の支援を行

うとともに、地域活動の拠点となるコミュニティセンターや自治会

公民館等の活用を促進します。 

目標２ 

地域と行政の協働による

まちづくりを展開する 

地域課題を解決できる地域人材の育成を支援し、ＮＰＯ法人等多様

な主体によるより実効性のある協働のまちづくりを進めます。 

目標３ 戦略２ 

必要な情報が行きわたる

社会をめざす 

職員による動画作成等を進めるなど、公式ＨＰや公式ＳＮＳのコン

テンツを充実させるとともに、情報を届ける対象を明確にした上で、

最も効果的な媒体や表現により情報を発信します。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

地域活動の活性化・住民参加、

地域情報化の満足度 
3.1 3.1 3.1 3.0 3.1 3.2 向上 
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２．人がつながるまちへ（協働・行政） 

２ 健全な行財政運営 

ビジョン 持続可能な行財政運営を進めるまちづくり 

積極的な自主財源の確保と効率的な予算執行を両立し、健全な行財政運営を進めることで持続可

能な自治体として、次世代へつなげることができる行政をめざします。また、優れた人材を確保し、

新しい時代に対応した人材育成を効果的に行う行政をめざします。 

▼前期計画期間中の取組 

持続可能な行財政運営をめざし、資金運用の効率化や町債権の一元化、学校給食の公会計化、キ

ャッシュレス決済の推進、ふるさと納税返礼品の提供開始、各種証明発行ができるキオスク端末設

置などに取り組み、自主財源の確保や収納率向上を進めてきました。また、組織機構改革や公共施

設等総合管理計画の策定・改訂、職員によるＤＸ推進チームの立ち上げにより、デジタル技術を活

用した業務効率化への取り組みのほか、職員の国県などへの派遣や人事交流にも取り組んできまし

た。 

▼現状の問題・課題 

◆経常収支比率の推移を注視する中で、新たな住民ニーズに対応できる財源確保が難しくなって

いる。 

◆ふるさと納税やクラウドファンディングなどの、自主財源の確保に向けた取り組みを進めて行

く必要がある。 

◆播磨町公共施設等総合管理計画（個別計画）に基づく計画的な維持管理・更新・改修等による

財政負担の軽減・平準化を図る必要がある。 

◆効率的かつ効果的に事業を実施するため、人材育成はもとより、継続的な業務改善の取り組み

や生産性向上の工夫を行うとともに、ＩＣＴの利活用やＰＰＰ/ＰＦＩ等の官民連携について

も検討する必要がある。 

◆救急医療事業や常備消防事務、ごみ処理といった広域連携を活用した公共施設・行政サービス

の推進が求められている。 

◆生成ＡＩやノーコード・ローコードツール等の先端技術の有効性を検証しながら、事務の省力

化と手続きの簡略化を進めることが求められている。また、データの連携・共有を図るための

基盤を整備する必要がある。 

◆町が有する経営資源である資金を利活用して、自主財源を確保し、財務基盤を強化する必要が

ある。 
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▼基本目標 
    

     

目標１ 

積極的な自主財源の確保

を行う行政をめざす 

限られた行政資源を有効活用しながら、既存の歳入確保手段の充実

に加えて、新たな手段を検討し、持続可能な行財政運営を進めます。 

目標２ 

効果的・効率的な行財政

運営を行い、次世代につ

なげる行政をめざす 

行政課題や行政需要に対応できる柔軟な組織体制を確立するととも

に、播磨町公共施設等総合管理計画（個別計画）に基づく適正な維持

管理を行うなど、健全な行財政運営を図ります。また先進的なデジタ

ルテクノロジーを積極的に活用することで、窓口改革を進めるなど、

業務の効率化を図るとともに、利便性の高い住民サービスの提供に

努めます。 

目標３ 

優れた人材を確保し、育

成する行政をめざす 

播磨町人材育成基本方針に基づく各種取り組みを進めることによ

り、時代の変化に応じた人材を育成し、総合計画の実現に努めます。 

 

▼分野における住民満足度 

 
基準値 

    後期 

基準値 

目標 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ12 

健全な行財政運営、 

広域行政の満足度 
3.1 3.0 3.1 3.0 3.1 3.1 向上 

 

▼関連計画 

■播磨町行政改革大綱 

■播磨町行政改革実施計画 

■播磨町公共施設等総合管理計画 

■播磨町公共施設等総合管理計画（個別計画） 

■播磨町人材育成基本方針 
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総合戦略 
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第１章 総合戦略について 

１．総合戦略の目的 

国では、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口集中を是正し、将来にわたって活

力ある社会を維持する地方創生に取り組むため、2014 年に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し

ました。あわせて、2060年に１億人程度の人口維持などの展望を示した「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」と、その実現に向けた５か年の目標や施策等をまとめた第１期「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を策定し、人口減少対策に取り組んできました。しかし、少子高齢化や東京一極

集中の緩和には至らず、2019 年には第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」がとりまとめられ

ました。 

さらに、2025 年６月には、今後 10 年間を見据えた新たな国家ビジョンとして「地方創生 2.0 基

本構想」が閣議決定されました。この構想では、これまでの地方創生における「人口の奪い合い」

や、若者・女性の流出につながる地域の課題（魅力ある職場の不足やアンコンシャス・バイアス）

への対応が不十分であったという反省を踏まえ、人口減少を正面から受け止めたうえで、人口規模

が縮小しても経済成長と社会機能を維持できる「適応策」を重視しています。 

そのうえで、「強く、豊かで、新しい・楽しい日本」の実現をめざし、「若者や女性にも選ばれる

地方」や「人財尊重社会」の構築を基本理念に掲げ、ＡＩ・デジタル技術の徹底活用と社会実装、

異分野の掛け合わせによる「新結合」、都市と地方の共生関係の強化と人材循環、地域の特性を生か

した好事例の「普遍化」といった視点のもと、政策の５本柱（生活環境の創生、稼ぐ力の強化、地

方分散、新時代のインフラ整備、広域リージョン連携）に取り組むこととしています。 

これまで本町においても、2060 年までの長期的な人口動向を展望する「播磨町人口ビジョン」を

踏まえ、５年間の取り組みを示す「播磨町まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「第２期播磨町

まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少対策に取り組んできました。そして今回、

これら国の新たな動向も踏まえ、「第３期播磨町総合戦略」（以下「第３期総合戦略」という。）を策

定し、今後５年間における人口政策の方向性を定め、本町における人口対策とまちの持続的な発展

をより力強く推進してまいります。 

 

２．総合戦略の位置づけ 

「第３期総合戦略」は、「第５次播磨町総合計画」の「後期基本計画」において“戦略プロジェク

ト”として、位置づけています。 

「第５次播磨町総合計画」のめざす将来像「いいとこいっぱい ! 笑顔いっぱい ! みんなでつ

くる ふるさと はりま」の実現に向け、人口政策の面からその方向性や目標を明らかにする、いわ

ば人口戦略とも言えるものです。 

 

  



89 

第２章 長期的目標人口（人口ビジョン） 

１．2020 年以降の人口動向 

2021 年に見直しを行った「播磨町人口ビジョン」では、2060 年までの長期的視点から人口減少

を緩和し、それにより達成すべき将来人口を示しており、具体的には、2025 年には 33,369人、2040

年には 31,952 人、2060年には 30,124 人をそれぞれ維持することを目標としていました。 

また、2020年国勢調査結果までを踏まえた国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」とい

う。）による「日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計」に準拠した推計によると、播磨町

の将来人口は、2025年には 33,294人、2040年には 29,952人、2060年には 24,842人となることが

見込まれています。 

 

■播磨町の人口動向 

 

 

※「国勢調査／社人研推計準拠」は、2020 年までを国勢調査、2025 年以降を社人研推計準拠（社人研が公表

する「日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計」の仮定値をもとに、推計年を 2070 年まで延伸し

た値を掲載しています。 

 

こうした中、本町の 2020年以降の人口動向については、2020年で 33,604人であった人口が 2024

年では 33,719人（兵庫県推計人口）と増加しています。 

「播磨町人口ビジョン」における目標人口を上回るペースで推移しているため、「播磨町まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」による人口減少抑制に向けた取り組みに一定の成果が表れていると考え

られます。 

  

33,183
33,739 33,655 33,369

32,962
32,455

31,952
31,521

31,086
30,624

30,124

33,604 33,294

32,353

31,196

29,952

28,699

27,485

26,217

24,842

23,381

21,921
20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

人口ビジョン

国勢調査／社人研推計準拠

（人）
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２．長期的目標人口（人口ビジョン）の見直し 

2020年以降の本町の人口動向が「播磨町人口ビジョン」での目標を上回る可能性を踏まえ、本町

における新たな長期的目標人口について次のように見直します。 

 

（１）現状から想定される予測人口 

推計にあたっては、社人研推計において採用された仮定値を、2020 年以降の本町の住民基本台

帳人口に基づき修正・調整等を行い、2020 年以降の本町の人口動向と整合するように予測人口の

補正を行います。 

以上の調整を通じて予測人口を推計すると、2040 年には 32,250 人、2070 年には 26,103 人ま

で減少することが想定されます。 

 

■想定される予測人口 

 

 

  

33,183 33,739 33,604 33,686 33,450 32,988 32,250 31,451 30,635 29,729 28,652 27,409 26,103

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

国調人口 予測人口

（人）

（単位：人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

33,183 33,739 33,604 33,686 33,450 32,988 32,250 31,451 30,635 29,729 28,652 27,409 26,103

0～4歳 1,391 1,615 1,397 1,228 1,179 1,160 1,079 987 913 861 799 744 703

5～9歳 1,604 1,644 1,731 1,607 1,411 1,355 1,331 1,237 1,132 1,047 988 916 854

10～14歳 1,769 1,674 1,660 1,776 1,654 1,454 1,394 1,369 1,273 1,165 1,077 1,017 942

15～19歳 1,749 1,732 1,581 1,651 1,766 1,645 1,445 1,386 1,361 1,266 1,158 1,071 1,011

20～24歳 1,737 1,651 1,613 1,505 1,568 1,679 1,563 1,376 1,320 1,296 1,205 1,103 1,020

25～29歳 1,899 1,704 1,586 1,514 1,450 1,485 1,645 1,529 1,349 1,294 1,271 1,182 1,082

30～34歳 2,184 1,967 1,768 1,830 1,656 1,550 1,471 1,628 1,511 1,337 1,282 1,260 1,171

35～39歳 2,653 2,352 2,051 1,985 2,028 1,815 1,691 1,605 1,777 1,649 1,460 1,400 1,375

40～44歳 2,269 2,736 2,355 2,111 2,094 2,148 1,925 1,788 1,694 1,876 1,742 1,540 1,477

45～49歳 1,951 2,259 2,696 2,393 2,147 2,128 2,184 1,959 1,819 1,723 1,908 1,772 1,567

50～54歳 1,899 1,905 2,230 2,695 2,394 2,149 2,125 2,182 1,957 1,818 1,723 1,908 1,772

55～59歳 2,248 1,862 1,855 2,194 2,654 2,360 2,121 2,099 2,156 1,934 1,797 1,703 1,886

60～64歳 2,864 2,173 1,814 1,812 2,143 2,598 2,313 2,081 2,061 2,117 1,898 1,765 1,673

65～69歳 2,482 2,750 2,101 1,757 1,764 2,088 2,535 2,260 2,035 2,016 2,071 1,857 1,726

70～74歳 1,799 2,307 2,587 1,978 1,662 1,671 1,978 2,406 2,149 1,936 1,914 1,969 1,767

75～79歳 1,303 1,572 2,098 2,383 1,826 1,539 1,553 1,842 2,245 2,005 1,807 1,784 1,837

80～84歳 808 1,044 1,312 1,746 2,011 1,555 1,320 1,341 1,594 1,939 1,732 1,561 1,534

85～89歳 391 554 768 938 1,298 1,531 1,210 1,038 1,065 1,262 1,532 1,368 1,234

90歳以上 183 238 401 583 746 1,079 1,366 1,337 1,221 1,187 1,288 1,490 1,474

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7% 12.0% 11.8% 11.4% 10.8% 10.3% 10.0% 9.8% 9.6%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5% 59.3% 57.3% 56.1% 55.5% 54.9% 53.9% 53.6% 53.8%

65～74歳 12.9% 15.0% 14.0% 11.1% 10.2% 11.4% 14.0% 14.8% 13.7% 13.3% 13.9% 14.0% 13.4%

75歳以上 8.1% 10.1% 13.6% 16.8% 17.6% 17.3% 16.9% 17.7% 20.0% 21.5% 22.2% 22.6% 23.3%

高齢化率 21.0% 25.1% 27.6% 27.9% 27.8% 28.7% 30.9% 32.5% 33.7% 34.8% 36.1% 36.6% 36.7%

構成比

予測人口
国調人口

総人口

将来人口
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（２）新たな長期的目標人口 

現状として将来的に想定される予測人口をベースに、目標人口は以下のように設定します。 

 

①出生・死亡に関する条件 

●出生の推計に関する条件である合計特殊出生率は、本町の 2020 年実績である 1.46 を維持す

ることとします。 

●死亡の推計に関する条件である生残率は、社人研が仮定した本町の条件をそのまま採用する

こととします。 

 

②移動に関する条件 

●転入・転出の推計に関する条件である純移動率は、現在の転入動向や今後想定される宅地開

発の予測を踏まえ、2050 年頃まで人口増が続く仮定値を過去の実績に基づいて設定してい

ます。2050 年以降は、社人研が公表する本町の純移動率に転じていく条件を設定していま

す。 

 

③目標人口 

上記の設定条件を踏まえた目標人口は、2040 年で 33,854 人、2070 年で 28,517 人となりま

す。合計特殊出生率の維持並びに町外から転入促進により、予測人口と比べた人口減少抑制効

果は、2040 年時点で約 1,600 人、2070年時点で約 2,400人となります。 

 

■播磨町の将来人口 

 

  

33,183 33,739 33,604

33,686 33,450 32,988 32,250 31,451 30,635 29,729
28,652
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31,851

30,213
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年齢構造については、０～14 歳及び 15～64 歳人口の比率の低下傾向は継続しますが、予測

人口と比べてその速度は緩やかになることが想定されます。65 歳以上の高齢化率については、

上昇傾向が継続しますが、他の年齢層の人口が維持されることにより、高齢化率の上昇もまた

緩やかに進む予測です。 

 

■目標人口の年齢構造の推移 

 

 
 

 

 
 

  

14.4 14.6 14.2 13.7 12.7 12.5 12.7 12.7 12.5 11.8 11.1 10.6 10.3

64.7
60.3

58.2 58.5 59.5 59.5 57.9 57.3 57.5 57.2 56.2 55.2 54.2

21.0
25.1

27.6 27.8 27.7 28.0 29.4 30.0 30.1 31.0 32.7 34.2 35.5

0

20

40

60

80

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

国調人口 将来人口

0～14歳 15～64歳 65歳以上
（％）

（単位：人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

33,183 33,739 33,604 33,707 33,583 33,756 33,854 34,012 34,227 33,341 31,851 30,213 28,517

0～4歳 1,391 1,615 1,397 1,231 1,204 1,234 1,229 1,212 1,196 1,107 994 913 865

5～9歳 1,604 1,644 1,731 1,612 1,421 1,456 1,491 1,486 1,466 1,329 1,191 1,071 983

10～14歳 1,769 1,674 1,660 1,776 1,654 1,534 1,571 1,607 1,601 1,495 1,347 1,207 1,085

15～19歳 1,749 1,732 1,581 1,654 1,770 1,724 1,605 1,642 1,678 1,559 1,421 1,280 1,148

20～24歳 1,737 1,651 1,613 1,509 1,581 1,701 1,655 1,544 1,579 1,586 1,447 1,319 1,188

25～29歳 1,899 1,704 1,586 1,518 1,420 1,466 1,577 1,535 1,432 1,490 1,521 1,387 1,264

30～34歳 2,184 1,967 1,768 1,831 1,753 1,693 1,744 1,873 1,825 1,530 1,488 1,518 1,384

35～39歳 2,653 2,352 2,051 1,995 2,065 2,029 1,962 2,020 2,162 1,951 1,567 1,524 1,556

40～44歳 2,269 2,736 2,355 2,118 2,059 2,201 2,164 2,095 2,153 2,191 1,945 1,563 1,520

45～49歳 1,951 2,259 2,696 2,392 2,153 2,165 2,309 2,273 2,203 2,143 2,136 1,897 1,523

50～54歳 1,899 1,905 2,230 2,696 2,393 2,146 2,160 2,304 2,268 2,179 2,100 2,093 1,859

55～59歳 2,248 1,862 1,855 2,197 2,658 2,360 2,117 2,132 2,276 2,223 2,118 2,041 2,035

60～64歳 2,864 2,173 1,814 1,809 2,145 2,597 2,308 2,072 2,088 2,225 2,170 2,068 1,992

65～69歳 2,482 2,750 2,101 1,756 1,757 2,084 2,526 2,248 2,021 2,030 2,158 2,106 2,006

70～74歳 1,799 2,307 2,587 1,981 1,660 1,665 1,977 2,400 2,140 1,927 1,936 2,060 2,012

75～79歳 1,303 1,572 2,098 2,378 1,825 1,537 1,547 1,841 2,241 1,980 1,766 1,773 1,888

80～84歳 808 1,044 1,312 1,747 2,007 1,556 1,318 1,334 1,592 1,935 1,711 1,527 1,530

85～89歳 391 554 768 934 1,301 1,538 1,209 1,035 1,059 1,260 1,529 1,351 1,206

90歳以上 183 238 401 575 758 1,071 1,382 1,360 1,248 1,203 1,305 1,515 1,474

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7% 12.5% 12.7% 12.7% 12.5% 11.8% 11.1% 10.6% 10.3%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5% 59.5% 57.9% 57.3% 57.5% 57.2% 56.2% 55.2% 54.2%

65～74歳 12.9% 15.0% 14.0% 11.1% 10.2% 11.1% 13.3% 13.7% 12.2% 11.9% 12.9% 13.8% 14.1%

75歳以上 8.1% 10.1% 13.6% 16.7% 17.5% 16.9% 16.1% 16.4% 17.9% 19.1% 19.8% 20.4% 21.4%

高齢化率 21.0% 25.1% 27.6% 27.8% 27.7% 28.0% 29.4% 30.0% 30.1% 31.0% 32.7% 34.2% 35.5%

目標人口
国調人口 将来人口

総人口

構成比
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（３）予測人口と目標人口の比較 

予測人口と目標人口を比較すると、次のとおりとなります。 

 

 

 

■年少人口割合    ■生産年齢人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者人口割合 

 

 

 

 

  

（単位：人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

33,183 33,739 33,604 33,686 33,450 32,988 32,250 31,451 30,635 29,729 28,652 27,409 26,103

0～14歳 4,764 4,933 4,788 4,610 4,244 3,969 3,804 3,594 3,318 3,073 2,863 2,677 2,499

15～64歳 21,453 20,341 19,549 19,690 19,901 19,556 18,483 17,634 17,007 16,311 15,445 14,703 14,033

65歳以上 6,966 8,465 9,267 9,385 9,305 9,463 9,963 10,224 10,310 10,345 10,344 10,029 9,572

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7% 12.0% 11.8% 11.4% 10.8% 10.3% 10.0% 9.8% 9.6%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5% 59.3% 57.3% 56.1% 55.5% 54.9% 53.9% 53.6% 53.8%

65歳以上 21.0% 25.1% 27.6% 27.9% 27.8% 28.7% 30.9% 32.5% 33.7% 34.8% 36.1% 36.6% 36.7%

33,183 33,739 33,604 33,707 33,583 33,756 33,854 34,012 34,227 33,341 31,851 30,213 28,517

0～14歳 4,764 4,933 4,788 4,618 4,278 4,225 4,291 4,304 4,262 3,931 3,533 3,191 2,933

15～64歳 21,453 20,341 19,549 19,718 19,997 20,081 19,603 19,488 19,665 19,075 17,913 16,690 15,468

65歳以上 6,966 8,465 9,267 9,370 9,308 9,450 9,960 10,219 10,301 10,335 10,406 10,333 10,116

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0～14歳 14.4% 14.6% 14.2% 13.7% 12.7% 12.5% 12.7% 12.7% 12.5% 11.8% 11.1% 10.6% 10.3%

15～64歳 64.7% 60.3% 58.2% 58.5% 59.5% 59.5% 57.9% 57.3% 57.5% 57.2% 56.2% 55.2% 54.2%

65歳以上 21.0% 25.1% 27.6% 27.8% 27.7% 28.0% 29.4% 30.0% 30.1% 31.0% 32.7% 34.2% 35.5%

国調人口 将来人口

予測人口

目標人口
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第３章 基本的な考え方 

１．これまでの経緯 

 

第２期戦略策定以降の経緯 

●2021 年３月に策定された第２期総合戦略では、当時の人口動態を踏まえた長期的目標人口（人口

ビジョン）の見直し内容を掲載しています。その中では、目標人口を、第２期総合戦略の目標年

となる 2025 年で 33,369人、第５次総合計画の最終年となる 2030年時点で 32,962人、人口ビジ

ョンの目標年となる 2060 年で 30,124 人として定めていました。 

●以上の目標に向け、第２期総合戦略では、以下の４つの基本目標に基づく取り組みを進めてきま

した。 

 

 

 

●第２期総合戦略による取り組みをはじめた 2021 年以降、本町の人口はファミリー層を中心とし

て社会増の傾向にあり、2021 年から 2025 年にかけて減少基調であった第２期戦略の人口ビジョ

ンとは異なる推移をたどることが予想されます。 

 

「播磨町人口ビジョン」の見直しによる新たな長期的目標人口の設定 

●以上の状況を踏まえ、町外からの転入による人口規模の維持を想定したうえで「播磨町人口ビジ

ョン」を見直し、新たな長期的目標人口として 2070 年に 2.9 万人を設定するとともに、2030 年

には 3.4万人の人口を維持することをめざすこととします。 

  

基本目標１ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境を創る 

基本目標２ 安全・安心に暮らせる「まち」を創る 

基本目標３ 資源を活かした産業の振興で「しごと」を創る 

基本目標４ 魅力を伝え、「ひと」の交流・移住・定住の流れを創る 
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２．第３期総合戦略の考え方 

「第３期総合戦略」（2026～2030 年度）においては、本町の新たな長期的目標人口を踏まえ、

戦略が最終年度となる 2030 年に 3.4 万人規模の人口を維持することが人口政策上の目標となり

ます。 

 

 

 

また、この目標人口を実現するため、デジタルの力の活用など、新しい時代の流れを取り入れ

ることを念頭に、基本目標についても従来の４本柱を３本に整理するとともに、横断的な取組も

取り入れ、「第３期総合戦略」全体については次のような構造として策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

「第３期総合戦略」の目標人口 2030 年：3.4 万人規模 

 

2030 年：目標人口 3.4 万人規模 

 

〈未来を育む〉 

若い世代の希望を   

かなえるまちづくり 

 

 安心して子育てできる環境

の実現 

 地域と共に学びを育む環境

の推進 

 誇れる播磨町であるための

意識づくりの推進 

基本目標２ 

①情報発信の強化   ②多様な主体との協働の推進   ③デジタル技術の活用 

横断的視点 まちの発展を支える取組の展開 

〈未来につなぐ〉 

地域の産業としごとの 

さらなる発展 

 

 地域における就労機会の創

出・拡大 

 中小企業の持続的な成長に

向けた支援 

 地域産業の魅力向上と販路

拡大 

基本目標１ 

〈未来を支える〉 

暮らしの豊かさを 

実感できる地域づくり 

 

 健康づくりと医療体制の充

実 

 安全・安心な暮らしの実現 

 支え合いの地域づくりの推

進 

基本目標３ 
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３．第３期総合戦略の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 主要施策 主要施策の概要 

基本目標１ 

〈未来につなぐ〉 

地域の産業としごと

のさらなる発展 

地域における就労 

機会の創出・拡大 

中小企業の持続的な

成長に向けた支援 

地域産業の魅力向上

と販路拡大 

●新規就業者・指導者の育成／経営の安定化・
地域資源の活用 

●新規出店支援・創業促進／企業誘致／町内で
の働く場の確保・雇用促進 

●商工会と連携した小規模事業者への経営改
善の推進 

●商工会等との連携による中小企業の成長支
援 

●ふるさと納税制度の積極的活用／地域産業
の魅力と競争力の向上 

 
●地産地消の推進／地域資源を活用した郷土

愛・地域への関心の醸成 

基本目標２ 

〈未来を育む〉 

若い世代の希望をか

なえるまちづくり 

基本目標３ 

〈未来を支える〉 

暮らしの豊かさを実

感できる地域づくり 

安心して子育て 

できる環境の実現 

地域と共に学びを 

育む環境の推進 

安心・安全な 

暮らしの実現 

支え合いの 

地域づくりの推進 

●切れ目のない支援体制の構築／育児の孤立

や負担軽減 

●児童発達支援センターと関連機関との連携
体制の構築 

●多様な保育ニーズに対応するサービス提供
／待機児童解消 

●こども支援センターを核とした支援／開か
れた学校づくり 

●快適な学習環境の整備／社会教育施設の活

用促進 

●部活動地域展開／文化団体の住民参画促進
／地域文化・伝統の継承 

●防災意識の醸成／地域の共助体制の強化／
危機管理体制の充実 

●警察等との連携による犯罪抑止／交通安全
意識の向上 

●消費生活センターを中心とした消費者保護
対策の推進 

●住民参加による見守りや支え合いの体制の
充実 

●孤独・孤立防止に向けたアウトリーチ体制の

強化／地域活動の活性化支援 
 

誇れる播磨町である

ための意識づくりの

推進 

●まちの魅力や資源の再発見／イベントや郷
土学習の実施 

●タウンプロモーションの推進／ＳＮＳ等を
活用したまちの情報発信 

健康づくりと 

医療体制の充実 

●受診しやすい環境づくり／生活習慣の改善
／健康寿命の延伸 

●かかりつけ医の普及啓発／関係機関と連携

した休日・夜間に救急体制の確保 
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４．横断的視点 まちの発展を支える取組の展開 

町の魅力発信や多様な主体との協働、デジタル技術の活用を通じて、地域の活力を高め、住民

と行政がともに未来を創る持続可能なまちづくりを進めます。 

視点① 情報発信の強化 

町の魅力や取組を正しく、わかりやすく、タイムリーに伝えることは、地域内外の理解と共感

を得るうえで欠かせません。特に、若い世代や町外からの来訪者に向けては、ＳＮＳや動画など

多様なメディアの活用が重要です。住民にとっても、日々のくらしに身近な情報を受け取れるこ

とは、行政への信頼や地域への愛着にもつながります。本戦略では、各施策の推進とあわせて情

報発信の手法と質の向上を図り、町全体で共通認識を持ちながら進めるまちづくりを支えます。 

 

視点② 多様な主体との協働の推進 

人口減少や地域課題の複雑化が進む中、行政だけで課題を解決することは困難です。住民、企

業、団体、学校など多様な主体が、それぞれの強みを活かして協働することが、持続可能なまち

づくりの鍵となります。本戦略では、地域産業の振興や支え合いの地域づくり、まちの魅力の発

掘など、あらゆる分野で協働の視点を重視し、参画の場や仕組みを整備します。地域の力を引き

出し、町全体で課題解決と価値創造に取り組むための基盤を築きます。 

 

視点③ デジタル技術の活用 

ＡＩやＩＣＴといったデジタル技術は、行政サービスの利便性や業務効率の向上だけでなく、

産業、教育、福祉の現場においても大きな可能性を持っています。町では、デジタル技術の積極

的な導入を通じて、住民の利便性を高めるとともに、職員の負担軽減やデータに基づく施策の高

度化を進めていきます。また、地域経済の分野においても、中小企業への導入支援などを通じて、

デジタル化を地域全体の成長につなげます。 

  

取組の例：町公式ＳＮＳや動画配信サイトの活用、企業誘致に関する情報発信、子育てに役立つ

情報の提供、まちの魅力の町内外への発信 など 

取組の例：地域や家庭と連携した開かれた学校づくり、「協働のまちづくり宣言」を踏まえた新

たな仕組みの構築 など 

取組の例：利用しやすい窓口サービスの提供、生成ＡＩ等の導入による業務の効率化、町内企業

のＤＸ推進に向けたサポート など 
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第４章 具体的な戦略 

基本目標１ 〈未来につなぐ〉地域の産業としごとのさらなる発展 

地域産業の振興や中小企業支援、企業誘致、地域資源の活用を通じて、地域における安定した就労

機会と産業の活力を確保し、持続可能な経済基盤を構築します。 

 

      

 

 

ＫＧＩ 

（重要目標達成指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

町内総生産額 
283,739 

(百万円) 
286,000 288,000 289,000 290,000 292,000 

 

主要施策１ 地域における就労機会の創出・拡大（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

合同企業説明会等参加者数 
75 

（人） 
400 400 400 400 400 

空き店舗等活用支援事業補

助金による新規出店数 

７ 

（者） 
５ ５ ５ ５ ５ 

 

  

めざすまちの姿 

地域産業の活性化と中小企業の成長支援、企業誘致や地産地消の推進などにより、地域

で働き、地域を支える経済の循環と魅力を育むまちをめざします。 

●第一次産業の持続的な発展に向けて、従事者への支援や新規就業者・指導者の育成を進めま

す。経営の安定化と地域資源の活用により、基幹産業としての活力を高めていきます。 

●新規出店支援や創業促進に加え、町の立地環境を活かした企業誘致にも取り組みます。合同

企業説明会や奨学金返済支援などを通じて、町内で働く場の確保と雇用促進を図ります。 
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主要施策２ 中小企業の持続的な成長に向けた支援（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

商工会の会員数 
548 

（者） 
550 552 554 556   558 

中小企業信用保証負担金事

業の活用事業者数（R7開始） 

－ 

（者） 
20 20 20 20 20 

 

主要施策３ 地域産業の魅力向上と販路拡大（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

ふるさと納税返礼品提供事

業者数 

21 

（者） 
25 27 29 31 33 

地元食材の学校給食への提

供日数 

29 

（日） 
30 32 34 36 38 

 

 

  

●商工会による経営改善普及事業を推進し、経営指導員による指導等を通じて小規模事業者の

経営改善を支援します。 

●商工会、金融機関、関係機関と連携して、経営改善を図る事業者の資金調達を支援するとと

もに、創業支援を通じて中小企業の成長を促進します。あわせて、クリーンエネルギー導入

を支援し、脱炭素社会への企業の転換も後押しします。 

●ふるさと納税の返礼品として地場産品を活用し、全国への販路拡大を図ります。漁協支援や

水産加工・養殖業の充実を通じて、地域産業の魅力と競争力の向上をめざします。 

●地元農水産物の朝市販売や学校給食への提供を通じて、地産地消を推進します。地域の味や

魅力に触れる機会を創出し、住民の郷土愛や地域への関心を高めていきます。 
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基本目標２ 〈未来を育む〉若い世代の希望をかなえるまちづくり 

子育て支援や教育環境の充実、自然と調和した暮らしの推進を通じて、日々の暮らしに安心と豊か

さを感じられるような地域づくりを進めます。 

 

             

 

 

ＫＧＩ 

（重要目標達成指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

年少人口（0～14歳人口）の

割合 

13.7 

(%) 
13.5 13.3 13.1 12.9 12.7 

 

主要施策１ 安心して子育てできる環境の実現（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

保育施設の保留児童数 
123 

（人） 
33 0 0 0 0 

保育施設の定員数 
763 

（人） 
853 891 891 891 891 

 

 

めざすまちの姿 

誰もが安心して子育てでき、地域とともに学び、自然と調和した暮らしを営む中で、暮

らすことに誇りと愛着を持てる、魅力にあふれたまちをめざします。 

●妊娠初期から支援が必要な妊婦を把握し、切れ目のない支援体制を構築します。子育て支援

センターや学童保育所では、育児の孤立や負担の軽減を図り、多世代交流も促進します。 

●児童発達支援センターにおいて、発達に何らかの遅れや障がいがある児童またその保護者に

対し、日常生活における基本的動作の指導や集団生活への適応訓練等を行います。また児童

の社会参加を推進し、家族が安心して地域で子育てができるよう、同センターが中核的な支

援機関として教育施設や福祉保健施設等の関連機関との連携体制の構築に取り組みます。 

●延長保育など多様な保育ニーズに対応するサービスを支援するとともに、保育士確保の取り

組みに対する支援をします。保育施設の新設や幼稚園の在り方の見直しにより、待機児童解

消をめざします。 
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主要施策２ 地域と共に学びを育む環境の推進（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

既存部活動地域展開率 
12 

（％） 
24 84 100 100 100 

 

主要施策３ 誇れる播磨町であるための意識づくりの推進（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

公式ＬＩＮＥ登録者

数 

18,824 

（人） 
19,200 19,584 19,975 20,374 20,781 

公式ホームページ閲

覧数 

1,729,192 

（回） 
1,815,652 1,906,435 2,001,757 2,101,845 2,206,937 

 

  

●こども支援センターを核として、学校や家庭、関係機関が連携し、すべての子どもが「知・

徳・体」を育む教育を推進します。また、地域人材の活用や学校運営協議会の活性化を通じ

て、開かれた学校づくりを進めます。 

●学校施設の改修や ICT 環境の整備を計画的に進め、快適な学習環境を整えます。あわせて、

社会教育施設の活用促進や地域のサークル活動を支援し、誰もが学び続けられる環境づくり

を進めます。 

●中学校部活動地域展開を通じて、地域のスポーツ環境や指導体制の整備を進めるとともに、

文化団体への住民参画を促進し、文化協会等と連携しながら地域文化・伝統の継承を図りま

す。 

●住民や関係団体と連携しながら、町の魅力や資源を再発見し、イベントや郷土学習を通じて

愛着や誇りを育みます。地域の多様な価値を掘り起こし、次世代へ継承する意識を高めてい

きます。 

●町の魅力をわかりやすく発信するため、公式 HP や公式 SNS のコンテンツを充実させるととも

に、動画等の活用も進め、ターゲットに応じた最適な手法で情報を届けます。 
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基本目標３ 〈未来を支える〉暮らしの豊かさを実感できる地域づくり 

健康づくりや医療体制、防災・防犯、支え合い、共生社会の推進など、誰もが心身ともに安心して

暮らせる地域環境を整備し、住民のウェルビーイングの向上を図ります。 

 

      

 

 

ＫＧＩ 

（重要目標達成指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

住み続けたい住民の割合 
89.2 

(%) 
89.8 90.0 90.0 91.0 92.0 

 

主要施策１ 健康づくりと医療体制の充実（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

特定健診受診率 
37.8 

(%) 
50.0 55.0 60.0 60.0 60.0 

がん検診受診率 胃がん 

        肺がん 

        大腸がん 

        子宮がん 

        乳がん 

2.3 

6.8 

7.0 

7.0 

11.0 

(%) 

2.4 

6.9 

7.1 

7.1 

11.1 

 

2.5 

7.0 

7.2 

7.2 

11.2 

 

2.6 

7.1 

7.3 

7.3 

11.3 

 

2.7 

7.2 

7.4 

7.4 

11.4 

 

2.8 

7.3 

7.5 

7.5 

11.5 

 

健康ポイント達成者数 
136 

（人） 
200 250 300 350 400 

 

めざすまちの姿 

すべての人が健康で安心して暮らせるよう、予防・医療・防災の体制を整備し、支え合

いと共生の地域づくりを進めながら、日々の暮らしに幸福と充実を実感できるまちをめ

ざします。 

●若い世代が健診を受けやすい環境整備や、楽しく取り組める健康づくりの工夫を通じて、生

活習慣の改善と健康寿命の延伸を図ります。主体的な健康管理を促し、将来の疾病予防にも

つなげます。 

●かかりつけ医の重要性の周知により、早期の受診・適切な医療の利用を促進します。休日・夜

間の救急体制についても関係機関と連携し、持続可能な地域医療の維持に努めます。 
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主要施策２ 安全・安心な暮らしの実現（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単

位） 
2026 2027 2028 2029 2030 

播磨町総合防災訓練参加

者数 

807 

(人) 
900 950 1,000 1,050 1,100 

消費者教育・啓発活動実施

回数 

９ 

（回） 
９ 10 10 10 10 

 

主要施策３ 支え合いの地域づくりの推進（ＫＳＦ） 

 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

基準値 
 

目標値 

（単位） 2026 2027 2028 2029 2030 

総合相談窓口への相談件数

（延） 

347 

（件） 
390 430 470 510 550 

孤独・孤立対策官民連携プラ

ットフォームへの協力団体

数 

122 

（団体） 
130 135 140 145 150 

コミュニティセンター利用

者数 

114,300 

（人） 
114,900 115,500 116,100 116,700 117,300 

 

●自主防災組織の研修や防災訓練を通じて、防災意識と地域の共助体制を強化します。避難所

や医療機関の備蓄拡充、ライフライン対策を進め、職員の訓練も含めた危機管理体制の充実

を図ります。 

●警察や関係団体と連携し、防犯灯・防犯カメラの設置などを通じて犯罪抑止に努めます。交

通啓発や安全教室の実施、免許返納者への IC カード交付により、高齢者の安全な移動も支援

します。 

●消費生活センターを中心に、相談支援と啓発を進めます。学校や消費者団体との連携により、

子どもから高齢者までの幅広い世代に向けた消費者教育を推進します。 

●誰もが安心して暮らせる地域をめざし、総合福祉センターを中心に相談支援機関との連携体

制の充実を図るとともに、住民参加による見守りや支え合いの体制を社会福祉協議会等と連

携して推進します。また、民生委員・児童委員の確保に向けた支援も強化します。 

●孤独・孤立の予防に向け、官民連携によるアウトリーチ体制の強化を図ります。あわせて自

治会等への助言や、コミュニティセンター等の活用促進を通じて、地域活動の活性化を支援

します。 


